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厚真町の人口の推移と長期的な見通し

実績 社人研推計準拠 厚真町推計
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Ⅰ　序　論

第１章　総合計画の策定にあたって

厚真町では、平成18年に「第３次厚真町総合計画」を策定し、「いのち満ちる EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(みのり),農)の里あつま 大いなる田園の町」をめざしてまちづくりを進めてきました。

その結果、ほ場整備の進展などによる農業生産性の向上、起業化支援事業などによる商工業振興、地域情報通信基盤整備による情報ネットワークの強化、文部科学省の特例指定を受けた外国語活動の強化などによる教育の充実、こども園の設置などによる子育て支援の充実と、まちづくりの各分野で多くの成果が得られました。

しかし、平成20年にわが国が総人口減少の時代に移行し、農業分野の国内市場の縮小、高齢化等に伴う行政需要の拡大などが進む中で、長期的に持続可能なまちづくりを住民と行政が協働で推進していくことが重要な課題となっています。

このような状況の中で、これまでのまちづくりの成果を継承・発展させつつ、住民一人ひとりが力を合わせて新たな時代に挑んでいくためのまちづくりの指針として、「第４次厚真町総合計画」を策定します。

第２章　総合計画の位置づけ

総合計画は、本町のめざすべき姿と進むべき方向についての指針を示す、町の最上位計画です。

地方自治法により、その一部分である「基本構想」の議決が義務づけられていましたが、自治体の政策の自由度を高めるため、平成23年８月にこの規定が廃止されました。
しかし、厚真町では、本計画を、本町の総合的かつ計画的な行政運営の指針であり、広く町民にまちづくりの長期的展望を示す最上位計画と位置づけます。

このため、策定にあたって、全庁的な策定体制のもと、検討を重ねるとともに、アンケート調査の実施やまちづくり委員会への諮問、パブリック・コメントなどを通じて、広く町民や有識者等の意見を聴取・反映します。
第３章　計画の構成と期間

本計画は、基本構想、基本計画、実施計画の３層で構成します。

１　基本構想

基本構想は、厚真町の将来像と、これを実現するための政策の基本的な方向を示すものです。
計画期間は、平成28年度を初年度とし、37年度までの10年間とします。

２　基本計画

基本計画は、基本構想の実現をめざし、施策の具体的な内容を分野別に体系化し、その方針を明確化したもので、実施計画を策定する際の基礎となるものです。
計画期間は、平成28年度を初年度とし、37年度までの10年間としますが、平成32年度に見直しを検討します。
３　実施計画

実施計画は、基本計画で体系化した各施策の実施年度や事業量、実施方法などを具体化した事業を示し、各年度の予算編成の指針となります。
計画期間は、３年を１期とし、毎年度見直しを行います（ローリング方式）。
総合計画の計画期間

	西暦
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020
	2021
	2022
	2023
	2024
	2025

	平成
	28年
	29年
	30年
	31年
	32年
	33年
	34年
	35年
	36年
	37年

	基本構想
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	実施計画

（毎年ローリング）
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第４章　計画の進行管理
総合計画を実効性のあるものにするため、Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）の４段階を繰り返す、いわゆる「ＰＤＣＡサイクル」による進行管理を行います。

Check（評価）→Action（改善）の段階は、基本計画の施策に対する評価、その下の実施計画の事務事業に対する評価を経年で行い、より効果的・効率的な推進が図られるよう、計画期間中であっても随時、見直し・改善を行っていきます。

「ＰＤＣＡサイクル」による計画の進行管理
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第５章　計画策定に求められる視点
１　人口減少の加速化と地域創生の要請
わが国全体で人口の減少、少子高齢化、大都市への人口集中が進む中、平成26年に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、市町村が創意・工夫のもと、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、地域の雇用の創造や、移住・定住の促進、結婚や出産、子育て支援に取り組み、人口減少・人口流失の抑制に努めることとなりました。

本町では、従来から、これらの関連施策に取り組んできたところですが、本総合計画策定に合わせ、改めて、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」と連動した取り組みの再構築を図っていく必要があります。

２　安全・安心への意識の高まり
平成23年３月11日、国内史上最悪の東日本大震災が発生し、２万人近い尊い命が犠牲となっただけでなく、福島第一原子力発電所から大量の放射性物質が飛散する非常事態となり、完全収束にむけた作業が続けられています。
本町でも、この大震災を受けて、地域防災計画の見直し等を進めたところですが、本総合計画策定にあたり、改めて、地域で住民が支え合い助け合う自助・共助力の強化や、多様なエネルギーの利活用、住民の孤立防止、電源喪失時対策など、様々な分野で、震災の教訓を十分に反映した施策構築を図っていく必要があります。

３　地域経済を取り巻く国内外の社会経済情勢の変化
ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）による農産物の関税撤廃等の懸念により、町の基幹産業である農業も、輸出入の動向に大きく左右される時代を迎えようとしています。
また、周辺都市の大規模店への購買力の流出による商業マーケットの縮小など、商工業は厳しい環境にあります。
本町でも、各産業の成長化などに取り組んできたところですが、本総合計画策定にあたり、農林水産・商・工の連携による６次産業化や広域的に顧客を獲得できる優れたビジネスモデルなどへの支援やインバウンドと呼ばれる訪日外国人などもターゲットとしたグリーン・ツーリズムの推進を図っていく必要があります。
４　交通ネットワークの拡充の必要性
人口減少と自家用車の普及の高まりとともに、ＪＲ、民間路線バス、タクシー等の公共交通機関の利用率は低い状況になっています。

高齢化が進む中、公共交通は通学・買い物・通院に不可欠であり、本町でも、フルデマンド方式の循環福祉バスの運行など各種交通施策に取り組んできたところですが、本総合計画策定にあたり、各種公共交通の維持確保、循環福祉バス・公共交通機関の空白曜日を解消するためのタクシー運行の継続的な改良など、地域住民のニーズに合わせた多様な輸送手段の確保により、利便性の向上を図る必要があります。

５　住宅施策を通じた地域活性化の必要性
人口減少と少子高齢化の急速な進行は、わが国全体の問題であり、経済の低迷や地域の活力が失われるなど深刻な問題となっています。
本町では、安全・安心な住環境の確保と定住促進に向けて宅地分譲の促進、分譲地における住宅建設費の助成、子育て支援住宅の整備などの取り組みにより、人口の社会増など着実な成果が得られてきていますが、本総合計画策定にあたり、今後も、魅力ある住空間の形成を図り、移住・定住人口の確保を一層推進するとともに、今後増加すると予想される空き家対策など、様々な住まいの選択肢を確保していく必要があります。

６　公共施設の老朽化と将来にわたる改修更新経費の発生
高度成長期に新設された多くの公共施設が築40年を経過し、老朽化やニーズの変化に伴う機能的劣化により、大規模改修や建て替えを検討する時期に来ています。

本町では、施設の適正な維持管理を図ってきたところですが、本総合計画の策定にあたり、維持管理費や更新費用の負担軽減のために、公共施設の有効活用と再編・再配置や長寿命化を計画的に行う必要があります
７　協働のまちづくりと行財政運営
豊かな地域社会の形成と地域課題の町民による主体的な改善・解決を図るためには、住民自治の維持・強化に住民と行政が協働で取り組む必要があります。
また、町民の行政ニーズが増大・多様化する一方で、財政状況が厳しさを増しています。

本町では、今後も健全な行政運営を維持していくために、本総合計画の策定にあたり、職員配置の適正管理と継続的な能力開発、事業の進行管理体制の確立、各種補助制度の有効活用、経常経費の削減などに努めながら、産業振興と定住対策を積極的に進め、自主財源の確保に努める必要があります。
第６章　厚真町の現状

１　人口
本町の人口は、平成26年で4,708人となっており、０～14歳の年少人口が503人（10.7％）、15～64歳の生産人口が2,526人（53.6％）、65歳以上の高齢者人口が1,679人（35.7％）です。
人口は過去20年で約1,000人減少し、15～64歳の減少数とほぼ同数です。さらに、０～14歳も400人以上減少する一方、高齢者人口は400人以上増加しています。
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人口ピラミッドを平成７年と26年で比較すると、年少世代にも山がある「つり鐘型」から、高齢世代にのみ山がある「つぼ型」に移行している状況がみてとれます。
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２　産業別就業人口
平成22年の本町の就業人口は2,724人で、内訳は第１次産業が1,045人（38.3％）、第２次産業が348人（12.8％）、第３次産業が1,307人（48.0％）となっており、全道平均と比較し、第１次産業の構成比が大きく、第２次産業、第３次産業の構成比が少なくなっており、農業を中心とする第１次産業が本町の基幹産業といえます。
産業別就業人口のピラミッドをみると、第１次産業、第２次産業、第３次産業ともに、担い手の高齢化がみられるほか、第１次産業従事者数は、特に農業における従事者数の減少により、１戸あたりの経営規模は拡大してしますが、家族労働力は減少しています。また、若い女性の第１次産業従事者数の減少も目立ちます。


	
	総数
	第１次
	第２次
	第３次
	分類不能

	就業人口
	2,724
	1,045
	348
	1,307
	24

	構成比　
	　
	38.3%
	12.8%
	48.0%
	0.9%

	構成比（全道）
	
	5.9%
	17.0%
	75.7%
	1.4%







第７章　町や施策に対する町民の意識

平成26年に実施した「まちづくり町民アンケート」によると、町や施策に対して、町民は以下のような意識を持っています。
こうした点を踏まえた施策立案が求められます。
１　住んでいる地区への評価
アンケートによると、自分が住んでいる地区について、防災面や環境美化の面では高い評価を持っていますが、地域活動、困っている人への支えあい、防犯の面では、よくできていると思う割合は、思わない割合を下回っており、こうした分野で、住民力を一層高める取り組みを進めていく必要があると言えます。
厚真町民の自分の住んでいる地区への意識


２　施策の満足度・重要度
38項目の施策分野について、満足度と重要度をみると、「医療」、「保健」、「高齢者福祉・介護」、「子育て支援」、「消防・救急」、「公共交通」などで重要という回答割合が高くなっています。

このうち、「医療」や「公共交通」は、重要度が高いにも関わらず、満足度が低くなっており、いつまでも安心して住めるまちをめざし、こうした施策を充実していくことが求められます。
町の施策の満足度・重要度
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３　定住意向

定住意向については、回答者全体では、「ずっと住み続けたい」は50％、「当分は住み続けたい」は23％、「いずれ町外へ引っ越したい」は12％、「すぐに町外へ引っ越したい」は２％となっています。
「10～30歳代」の方では、「いずれ町外へ引っ越したい」や「すぐに町外へ引っ越したい」は、回答者全体より高い割合を示しています。

定住意向


また、町外へ引っ越したい理由は、「普段の買物が不便だから」が57％、「交通の便が悪いから」が55％と、他の理由に比べ圧倒的に多くなっており、次に「娯楽や余暇の場が少ない」が28％となっています。

人口減少を抑制するため、こうした定住条件の向上にむけた取り組みが求められます。
町外へ引っ越したい理由（複数回答）

	順位
	項目
	割合

	第１位
	普段の買物が不便だから（行きたい商店やスーパーが無いなど）
	57%

	第２位
	交通の便が悪いから（鉄道や路線バスなどの公共交通が不便など）
	55%

	第３位
	娯楽や余暇の場が少ない（仕事が終わった後や、休日に行く場所が無い）
	28%

	第４位
	福祉・医療サービス施設が不十分だから
	27%

	第５位
	町内に適当な職場が少ないから（自分のしたい仕事が無いなど）
	18%



Ⅱ　基本構想

第１章　町の将来像

「将来像」は、本計画を推進するための目標とする「10年後の町の姿」です。

これまで、本町では「大いなる田園の町」をテーマに、基幹産業である農業の振興を重視しつつ、札幌をはじめとする都市に近い立地を生かし、豊かな自然環境と調和した魅力あるまちづくりを推進してきました。
今後も、このテーマを継承し、予想される人口減少に対し、恵まれた地域資源を最大限に生かし、わが国の食糧基地の一翼を担う第１次産業の生産力が維持され、第２次産業・第３次産業と連携することで地域内経済循環を生み、住民が安心していきいきと暮らし続け、町外から絶えず人が訪れ、まちの魅力に引かれて多くの人が定住し、すべての住民が幸せを実感できるまちの実現をめざします。
第４次となる本計画では、こうした基本的方向を普遍のものと認識しつつ、人口減少や高度情報化、国際化が進展する成熟時代において、人・モノ・情報の有機的なネットワーク化が一層重要になるという考えのもと、将来像を以下のとおり掲げます。


「あつまる」：移住定住の促進と交流人口の増加を図ることで、情熱あふれる素敵な人々があつまるまちをめざします。

「つながる」：第１次産業と第２次産業と第３次産業の連携と成長産業化を図り、雇用を創出することで、人々が仕事や日々の生活の中でつながり、新たな付加価値を生み出すまちをめざします。

「まとまる」：人と人とのふれあいの創出、地域の絆、地域コミュニティの維持を図ることで、一人ひとりがお互いを尊重しあい、支えあいながらまとまりあるまちをめざします。

第２章　基本目標
本計画では、以下の５つを基本目標に掲げ、まちづくりを進めます。
１　人が輝くあつま
家庭と学校やこども園などの関係機関、そして地域が一体となり、子どもたちを健やかに育てるとともに、生涯を通じた学習やスポーツ、まちづくり人材の育成により住民がいきいきと暮らす“人が輝くあつま”をめざします。

２　健やかで安心なあつま

保健・医療・福祉サービスと地域の支えあいにより、病気や障がい、要介護状態など支援が必要な状況になっても安心して暮らせる“健やかで安心なあつま”をめざします。

３　みのり豊かなあつま
肥沃な土壌、水資源をはじめとする地域の恵みを活用し、高い生産技術と情熱あふれる担い手を確保しながら、付加価値の高い産品・サービスを未来にわたって生み出し続ける“みのり豊かなあつま”をめざします。
４　快適に暮らせるあつま
美しく趣き深い落ち着いた住環境のもと、交通基盤や除雪、ごみ処理、上下水道などの体制を整え、地域ぐるみで災害や犯罪、事故等に備え、いつまでも住み続けたいと思える“快適に暮らせるあつま”をめざします。

５　みんなで支えるあつま
自分たちでできることは自分たちで行い、地域でできることは地域で行い、自分たちや地域でできないことを行政が支える「自助・共助・公助」の考えを基本に個人、地域、行政がそれぞれの役割の基に、お互いを補完し合う“みんなで支えるあつま”をめざします。
第３章　定住目標
１　人口の目標
国立社会保障・人口問題研究所の人口推計によると、本町の人口は、平成37年には4,000人を割り込むことが予測されますが、定住者の転出の抑制や転入者の増加を図る施策を積極的に推進し、社会増により人口減少を抑え、厚真町まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（人口ビジョン）の「厚真町の人口の長期的な見通し」を基に、現状より約100人減の4,600人を本計画の平成37年の目標人口とします。

平成37年の目標人口

4,600人


２　定住意向の目標

アンケートによると、「ずっと住み続けたい」と「当分は住み続けたい」を合わせた「住み続けたい」は73％でした。

本総合計画では、住み良さを実感し、愛着を持って、いつまでもこの町に住み続けたいと思う住民が一人でも多くなるように、宅地の整備・分譲や、子育て支援住宅の整備などによる住環境整備をはじめ、第１次産業の成長産業化などによる産業振興、各種支援策による子育て環境・教育環境の充実、支援が必要な住民への適切な福祉施策の提供などの各施策を総合的に推進します。
施策の推進状況の目安となる数値目標として、平成37年の定住意向の目標を85％とします。

定住意向の目標

平成26年　　平成37年

73％⇒85％

第４章　施策の大綱

将来像と５つの基本目標の基に、２０の基本施策を掲げ、施策を推進します。

施策の体系図
　　　　　〔将来像〕　　　　　　　〔基本目標〕　　　　　　　　　　　　　　〔基本施策〕


　　　　　　

　　　　　







１　人が輝くあつま
基本施策１　子ども・子育て支援の充実

◆◆めざす姿◆◆

地域ぐるみで子育てを支え、子どもたちがすくすくと育っている。
産前・産後・子育て支援に切れ目なく取り組み、若者がこの町で子どもを生み育てたいと思えるよう、「あつま版ネウボラ」による育児不安の解消や、子どもの健全な発達を支援する母子保健事業をきめ細かに展開します。

また、こども園、子育て支援センター、放課後児童クラブ、児童会館などの各施設や子育てを支援するボランティアのネットワーク化により、地域ぐるみで子どもたちを育てていきます。

施策項目
１－１　あつま版ネウボラの推進　　　　　　　　　　　１－２　母子保健事業の推進
１－３　就学前教育・保育の充実　　　　　　　　　　　１－４　子育て支援の充実

基本施策２　学校教育の充実

◆◆めざす姿◆◆

将来への大きな夢と希望を持ち、たくましく生きていける子どもたちが育っている。
学齢期の子どもたちが、夢や希望を持ち続け、その実現に向かってしっかり努力を重ねる大人に成長できるよう、基礎的な学力・生活習慣の定着を基本に、国際化、情報化など急速な社会の変容に柔軟に対応できる教育を推進します。
また、福祉、環境、産業などの体験を通じて、自主性や創造性に富み、他人を思いやる心の教育を充実し、個性を生かす教育の推進に努めます。
そのために、教育環境の充実を図るとともに、地域住民との一層の連携強化に努めます。

施策項目
２－１　才能や個性を伸ばし、ふるさとを愛する教育の推進
２－２　国際社会に絆を広げるコミュニケーション能力の育成
２－３　豊かな心の力を育む子どもの育成　　　　　　　　　　２－４　健やかな体を育む子どもの育成
２－５　質の高い教育を支える教育環境の確保
基本施策３　社会教育の充実

◆◆めざす姿◆◆

多様な学習・文化活動が展開され、その成果がまちづくりに生かされている。
町民一人ひとりが、それぞれの年代やライフスタイル、興味・関心に応じて、多様な学習・文化活動に取り組んで充実した生活を送ることをめざすとともに、学習の成果がまちづくりに生かされ、まちの発展や地域課題の解決につながるよう、ニーズに沿った講座やイベントの開催、継続的に活動する自主グループの育成・支援を進めます。

また、埋蔵文化財や古民家、民俗文化財といった歴史的価値に満ちた地域資源の保存、伝承に努めるとともに、地域資源を活用した新たな文化・芸術の創造を図っていきます。
施策項目
３－１　生涯を通じた多様な学習活動の推進　　　　　　３－２　社会教育環境の整備

３－３　文化の継承と文化財の保護・活用
基本施策４　生涯スポーツの振興


◆◆めざす姿◆◆

多様なスポーツ活動が展開され、その成果がまちづくりに生かされている。
子どもから高齢者まで、多くの町民がライフステージに応じた多様なスポーツ・レクリエーション活動を通して、人々との交流を楽しみ、健康で心豊かに過ごせるよう、ニーズに沿った教室やイベントの開催、継続的に活動する自主グループの育成・支援を進めます。

スポーツ施設を活用し、各種団体等と相互に連携し、年齢やライフスタイル、個々の心身の状態に合わせて、いつでも誰でも健康づくりを進められるメニューの豊富化を図るとともに、ニュースポーツなど新たなスポーツ機会の拡充を図り、まちづくりにつなげていきます。
施策項目
４－１　生涯を通じた多様な体力づくりの推進　　　　　４－２　スポーツ・レクリエーション環境の整備

基本施策５　まちづくり人材の育成


◆◆めざす姿◆◆

産業を担い、町を発展させる人材が育ち、多様な場で住民が活躍している。

本町の産業を持続的に継承・発展させるためには、後継者、新規参入者を問わず、若い担い手の育成・確保が不可欠です。
また、産業技術は、日々、高度に進化しており、担い手には高い専門知識や優れた経営感覚が求められます。
このため、就職、新規就業の段階での充実した育成・支援に努めるとともに、従事者の継続的な学習をまちぐるみで支援していきます。

また、起業から公益的な活動まで、多様なまちづくり活動を担う人材の育成に努めます。とりわけ、若者、高齢者、女性など様々な主体の活躍を支援していきます。
施策項目

５－１　地域産業を担う人材の育成　　　　　５－２　まちづくり人材の育成
２　健やかで安心なあつま
基本施策６　高齢者福祉・介護の充実

◆◆めざす姿◆◆

高齢者が地域でいきいきと社会活動に参画し、安心して暮らしている。
高齢者が健康でいきいきと暮らせる期間をできるだけ長く保てるよう、要介護状態や認知症にならないよう介護予防の取り組みを強化するとともに、介護が必要になった高齢者が住み慣れた自宅や地域で暮らし続けられるように、「医療・介護・介護予防・生活支援・住まい」の５つのサービスが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の体制を構築していきます。
施策項目
６－１　地域包括ケアの推進　　　　　　　　　　　　　６－２　介護予防・生きがいづくりの推進
６－３　福祉・介護サービスの充実　　　　　　　　　　６－４　高齢者の生活支援の推進
基本施策７　社会福祉・障がい者福祉の充実


◆◆めざす姿◆◆

地域で支えあいながら、誰もがいきいきと安心して暮らしている。
「障がいや難病である」、「生活に困窮している」、「虐待・いじめ等の人権侵害を受けた」など、支援が必要な状態にある町民を、ボランティア・地域住民と公的サービスのネットワークで見守り、支え、誰もがいきいきと安心して暮らせるまちづくりを進めます。

障がい者支援については、発達支援センターでの充実した療育・支援体制の維持・確保に努めるとともに、一人ひとりへの個別の支援計画を通じた就学前期、就学期、成人期の連続的な指導・支援を推進していきます。
成人期には、就労支援や生活介護など、心身の状態に応じた障がい福祉サービスの提供により自立した生活ができるよう支援していきます。
施策項目
７－１　人権・権利擁護の推進　　　　　　　　　　　　７－２　地域福祉活動の活性化
７－３　療育・発達支援の推進　　　　　　　　　　　　７－４　障がい福祉サービスの充実

基本施策８　保健・医療の充実


◆◆めざす姿◆◆

すべての町民が自身の健康に関心を持ち、適切に健康管理を行っている。
健康づくりには、町民一人ひとりの自覚と意識改革が必要です。
「自らの健康は自らがつくる」を基本に、健康診査による健康状態の把握の徹底と、適切な食生活、適度な運動・身体活動、心の健康の３領域に重点を置いた健康づくり活動の促進に努めます。

また、町内や近隣市町の医療機関との連携強化を図り、いつでも安心して必要な医療を受けられる体制の維持・強化に努めます。

施策項目
８－１　健康増進事業の推進　　　　　　　　　　８－２　国民健康保険・後期高齢者医療保険の健全運営
８－３　地域医療の維持・強化
３　みのり豊かなあつま

基本施策９　農業の振興


◆◆めざす姿◆◆

安全・安心・高品質な農畜産物が安定的に生産されている。

農業は、本町の基幹産業であり、安全・安心な食料を安定的に市場に供給していますが、その役割はそれに留まらず、加工等による他の産業への波及、環境保全、食育など多面的な機能があり、ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）による輸入拡大に備えながら、安定経営を未来に継続させていくことが重要です。

そのため、高付加価値作物・優良品種への転換による質の確保、輸出の拡大を核に、担い手の育成・確保、作業の受委託などによる経営の一層の効率化、加工・販売体制の充実などを進め、優良な農畜産物の安定生産を図ります。
また、有害鳥獣対策を強化する一方、土壌診断の励行による緑肥・堆肥などの有機質の投入や農薬の適正使用などにより、人と環境にやさしい持続可能な農業を推進します。

さらに、コスト削減や農地集積・集約を進める土地利用型農業を農業政策の基本にすえつつ、高齢者などの知識や技能を生かし生産活動や社会活動に参加できる仕組みづくりとして、少量多品目生産やグリーン・ツーリズムなどを誘導していきます。

施策項目

９－１　いきいきとした人づくりの推進　　　　　　　　９－２　安全・安心な食づくりの推進
９－３　生産を強化するシステムづくりの推進　　　　　９－４　農業を通じた豊かな地域づくりの推進

基本施策１０　林業の振興


◆◆めざす姿◆◆

適切な森林管理のもと、林産物が安定的に生産されている。
林業については、諸外国で乱伐に伴う地球環境問題が顕在化する中、適切に管理される国産材の見直しが進んでおり、伐期を迎える木の計画的な伐採、製材、加工、販売、さらには地域産材の活用を促進するとともに、除間伐など適切な保育に努めます。

また、地域のバイオマス資源の有効利用に努めます。

施策項目

１０－１　林業担い手の確保　　　　                    １０－２　適切な森林施業の推進
１０－３　地域産材の活用促進
基本施策１１　水産業の振興


◆◆めざす姿◆◆

適切な資源管理のもと、高品質な漁獲物が安定的に出荷されている。

ホッキ貝、シシャモ、マツカワなど、本町の水産業は、就業者は少ないものの、良質な漁獲物が安定的に出荷されており、今後は、後継者の確保や漁業者の技術向上を支援し、マツカワ種苗放流やシシャモ孵化などによる資源管理型漁業を一層促進していきます。

施策項目

1１－１　漁業担い手の確保　　　　　　　　　　　　　　1１－２　資源管理型漁業の促進

基本施策１２　商工業の振興


◆◆めざす姿◆◆

地域産業に元気があり、魅力ある生産と販売・サービスの提供が行われている。

本町の商工業は、景気の低迷などにより厳しい経営環境下にありますが、太陽光発電所の誘致、町内外から来客する個性的な飲食店の出店、買い物弱者を支える移動販売の展開など、新しい意欲的な動きもみられます。今後も、消費者ニーズに対応するための経営近代化への支援や、起業・新分野への進出への支援などを通じ、魅力ある商品の生産・販売、サービスの提供を促進していきます。

施策項目

1２－１　商店街活性化への支援　　　　　　　　　　　1２－２　起業・新分野への進出と６次産業化への支援
1２－３　企業誘致の推進　　　　　　　　　　　　　　1２－４　雇用機会の確保
基本施策１３　観光・交流のまちづくりの推進


◆◆めざす姿◆◆

観光・交流資源がより魅力的になり、交流人口が増加している。

本町には、田舎まつりなどのイベント、こぶしの湯あつまやハスカップ観光農園、サーフィンなどの観光資源があります。

近年、古民家の再生や埋蔵文化財の発掘、厚幌ダムの建設などが進む中で、札幌方面からの日帰り観光や新千歳空港から30分の立地を生かして、地域資源を活用した観光の魅力化・ネットワーク化を図り、集客力の向上と地域のイメージアップにつなげていきます。

施策項目

1３－１　観光資源の魅力化　　　　　　　　　　　　　　1３－２　グリーン・ツーリズムの推進

1３－３　多様な交流の促進

４　快適に暮らせるあつま

基本施策１４　都市基盤の充実

◆◆めざす姿◆◆

都市と遜色のない生活基盤のもと、町民が快適に暮らしている。
本町には、厚真、上厚真の２つの市街地と、農村部に各集落があり、より機能的な都市空間の形成をめざして、土地区画整理や宅地造成などの面整備事業、道路整備事業、地域情報通信基盤整備事業、北海道による河川改修事業などにより、都市基盤の充実を図ってきました。

今後は、分譲地の整備や情報通信基盤の充実に努め、都市での生活と遜色のない魅力ある都市機能の配置・再構築に努めます。

交通については、老朽橋りょうの改修など、必要な道路整備事業を継続的に推進するほか、民間バスの維持・強化にむけた支援、デマンドバスの運用をはじめ多様な輸送手段の確保など、地域公共交通の充実に努めます。
施策項目
1４－１　都市計画の推進と都市基盤の充実　　　　　　1４－2　情報通信基盤の充実
1４－３　道路・橋りょうの整備　　　　　　　　　　　1４－４　地域公共交通の充実

基本施策１５　環境保全の推進

◆◆めざす姿◆◆

美しい自然や生態系、水資源が保全され、自然エネルギーが有効に活用されている。
美しい自然景観や生態系を次世代に引き継いでいくために、保護・保全活動や美化活動、公害防止事業を推進するとともに、ごみの減量化を推進します。
また、河川・海洋の汚染を防止するため、公共下水道、合併処理浄化槽の普及を引き続き進め、生活排水の適切な処理を図っていきます。
さらに、自然エネルギーの有効活用に関する取り組みを推進していきます。

施策項目
1５－１　自然環境の保護・保全　                     1５－２　公害の未然防止
1５－３　自然エネルギーの有効活用                   1５－４　適切なごみ処理の推進
1５－５　生活排水の適正処理　                       1５－６　環境衛生の推進
基本施策１６　快適な住環境の確保と定住促進

◆◆めざす姿◆◆

住宅、水道、公園などの快適な住環境により、定住人口が増えている。
町民が安心・快適にゆったりと暮らし続けられるよう、住宅、水道、公園など、住環境の整備を推進します。

住宅については、町営住宅の適切な維持管理と長寿命化を図るとともに、町による宅地分譲のほか、Ｕ・Ｉターン希望者に対する相談会の開催、インターンシップの推進などの施策により、定住人口の増加に努めます。

水道については、統合簡易水道事業を早期に完了し、安定した供給体制の確立を図るとともに、道路整備事業や水田基盤整備事業などに合わせて老朽管の計画的な更新を図り、水道事業の安定運営に努めます。
公園については、既存の公園の適切な維持管理と長寿命化に努めるとともに、老朽化した公園の更新を随時進めていきます。
施策項目
1６－１　公営住宅の整備・維持管理　　　　　　　　　1６－２　移住・定住の促進
1６－３　水道の安定供給　　　　　　　　　　　　　　1６－４　公園・緑地の維持管理
基本施策１７　消防・防災の強化


◆◆めざす姿◆◆

町民の強い防火・防災意識のもと、安全・安心な消防・防災体制が整っている。
町民の生命・身体・財産を守るためには、強い消防力が不可欠です。広域行政による常備消防と消防団、医療機関、警察等が密接に連携しながら、高度化・専門化する消防・救急要請に迅速・的確に対応できる体制の維持・強化に努めます。

防災については、大災害時は、初動期の地域での自主的な避難・救助が重要であるため、日頃から、地区ごとの災害時要配慮者の見守り活動を推進するとともに、情報伝達、避難誘導、避難所の開設・運営、広域的な応援・受援など、初動活動体制の確立・強化に努めます。また、発災後の日常行政サービスの継続・再開計画の確立に努めます。

施策項目

1７－１　消防・救急体制の維持・強化　　　　　　　　　1７－２　地域防災体制・危機管理体制の強化　　
1７－３　業務継続計画の適切な運用

基本施策１８　防犯・交通安全対策の強化


◆◆めざす姿◆◆

犯罪や交通事故の発生が少なく、安全・安心な生活が保たれている。
全国的に、犯罪の発生件数や交通事故による死亡者数は、減少傾向にあります。
地域ぐるみで、防犯活動や交通安全運動を引き続き推進し、犯罪や交通事故の発生が少ないまちをめざしていきます。

施策項目

1８－１　地域防犯活動の促進　　　　　　　　　　　　1８－２　交通安全対策の推進

５　みんなで支えるあつま
基本施策１９　住民自治の推進

◆◆めざす姿◆◆

町民一人ひとりが主体的に地域課題の解決に取り組み、支えあっている。
豊かな地域社会の形成と、地域課題の町民自身による主体的な改善・解決を図るため、日頃からのあいさつ、声かけ、見守りや地域コミュニティでの共同作業などを通じて、住民自治の維持・強化に住民と行政が協働で取り組んでいきます。

また、こうした自助・共助で解決できない生活課題に行政が的確に対応（公助）できるよう、行政制度・サービスの積極的な広報ときめ細かな広聴活動を展開するとともに、住民と行政の協働のまちづくりが円滑に行える仕組みづくりを進めていきます。

施策項目
1９－１　地域活動の活性化　　　                     1９－２　広報・広聴の充実
1９－３　協働のまちづくりの推進　　　　　　　　　   1９－４ 男女共同参画の推進
1９－５　地域間交流の促進
基本施策２０　健全な行政運営の推進

◆◆めざす姿◆◆

「PDCAサイクル」の進行管理により、健全な行政運営が行われている。
町民ニーズが増大し多様化する一方、財政状況が厳しさを増す中で、今後も健全な行政運営を維持していくため、職員の定員の適正な管理と継続的な能力開発、ＰＤＣＡサイクルによる事業のスクラップ・アンド・ビルド、国などの補助制度の有効な活用、経常的な経費の節減などに努めます。

施策項目

２０－１　着実な行政改革の推進　　　　　　　　　　　２０－２　強固な行政組織づくりの推進

２０－３　公共施設の総合管理の推進　　　　　　　　　２０－４　健全な財政運営の推進
２０－５　官学連携の推進　　　　　　　　　　　　　　２０－６　広域行政の推進
２０－７　行政情報の適正な管理運営
第５章　あつまプロジェクト
施策の大綱に掲げた基本施策を分野横断的に展開することで、町の将来像である「あつまる　つながる　まとまる　大いなる田園の町　あつま」を実現していくために、「あつまプロジェクト」として、以下の３つのプロジェクトを設定します。
１　あつまるプロジェクト
移住・定住施策の推進と、交流人口の増加を図ることで、情熱あふれる素敵な人々が“あつまる”まちをめざします。
町の魅力を知るきっかけとなる情報発信の取り組みと、若者がこのまちで子育てしたい、子育てして良かったと思える、きめ細かな母子保健・子育て支援サービスや充実した教育施策を展開するとともに、移住希望者が安心して定住できるよう、分譲・賃貸・空き家のコーディネートなどを通じた移住・定住施策を総合的に推進します。
また、町に住む人や住みたいと思う人たちが、自分の夢や希望を実現させて、いきいきと活躍できるように支援していきます。
基本施策の関連項目　　　　　　　　　　   プロジェクトの方向






２　つながるプロジェクト
すべての産業の連携と成長産業化を図り、新たな雇用を創出し、人々が仕事や日々の生活の中で“つながる”ことで、新たな付加価値を生み出すまちをめざします。
第１次産業において、生産基盤の整備や担い手の受け入れ・確保などによる成長産業化と、厚真産としてのブランド力を磨くことで国内外の需要拡大を図ります。
特に、ハスカップを活用した特産品開発などによる６次産業化やファームレストランなどによるグリーン・ツーリズムを推進し、町の魅力向上や消費者とつながる取り組みを継続的に展開していきます。
さらに、美しい景観・環境が日々の生活にうるおいを与え、町に住むことの誇りも醸成されることから、花や木に囲まれた町並みや田園風景を活用したビューポイントなどの整備、森林散策など多様な利活用について住民と協働し促進していきます。
基本施策の関連項目　　　　　　　　　　　 プロジェクトの方向





３　まとまるプロジェクト
人と人とのふれあいの創出、地域の絆、地域コミュニティの維持を図ることで、一人ひとりがお互いを尊重しあい、支え合いながら“まとまる”まちをめざします。
自治会など地域コミュニティ活動の活性化や自助・共助・公助の考えをもとに、住民や地域による災害時の支援活動などを促進し、安心・安全な町をつくっていきます
また、福祉・介護・健康などの課題に地域をあげて取り組むとともに、要介護高齢者などを地域で見守り、必要な公的サービスにつなげる地域包括ケアを推進します
さらに、住民参画による協働によるまちづくりの仕組みづくりを推進していきます。
基本施策の関連項目　　　　　　　　　　　 プロジェクトの方向






第６章　土地利用の基本方針
本町は、日本海と太平洋をつなぐ広大な平坦地である「道央圏」に位置しています。
町域の面積は404.56㎢であり、そのうち約71％が山林・保安林などの森林、約15％が田・畑などの農地、残り約14％に住宅地・工業地と海岸・湖沼などがあります。
都市計画マスタープランに基づき、土地利用の誘導や道路・公園などの都市基盤の整備を図りながら自然環境の保全に努めるとともに、町域全体を有効に活用し産業の発展や住民生活の向上を図るため、以下の基本方針に基づき土地利用を推進します。
１　賑わいあふれる市街地
公共施設や住宅地、商店街が集まる厚真・上厚真市街地については、豊かな自然環境と調和しながら、まちの賑わいの創出や良好な生活環境の充実に努めます。
◇厚真・上厚真市街地区域
魅力ある居住環境の整備を推進し、移住・定住者の増加を図っていきます。
２　豊かな森林地域
町北部から東部にかけての森林地域をはじめ、豊かな森が守られている土地については、不必要な皆伐による乱開発を行わず、良好な自然環境の保全に努めます。
◇森林整備区域
森林整備計画に基づき、森林の保全・保護と適切な森林施業を図っていきます。
３　美しい臨海地域
町南部の太平洋に面した浜厚真地域については、資源管理型漁業の促進や多くのサーファーなどが訪れる海岸部の美化活動を通じて豊かで美しい海の保全に努めます。
　◇臨海施設ゾーン
　　　海岸の環境整備などにより、交流人口の増加と地域活性化を図っていきます。
４　輝く田園地域
平野部に広がる農業地域については、水稲を中心とした農作物の生産性向上や地域の集落の活性化を図りながら、優良農地の保全に努めます。
◇農業振興地域
農業振興地域整備計画に基づき、本町の基幹産業である農業の振興を図っていきます。　
５　魅力ある工業地域
国の苫小牧東部開発新計画や苫小牧港港湾計画に基づき、苫小牧東部地域への企業立地を促進するとともに、町内の既存工業団地の利活用に努めます。
◇苫小牧東部地域
　　　地理的優位性や広大かつ自然環境に恵まれた空間を生かして、関係団体とともに企業誘致を図っていきます。
◇豊沢工業団地
　　自然環境と調和した、試験研究施設や情報・通信系企業などの誘致を図っていきます。
６　町の活性化を図る土地利用の推進
町の将来像である「あつまる　つながる　まとまる　大いなる田園　あつま」を実現して行くため、次の土地利用を推進し町の活性化を図っていきます。
◇厚真市街地周辺整備
　　　既存住宅地の販売促進と、更に多くの移住・定住者を受け入れられる新たな住宅地や高齢になっても安心して生活できる高齢者福祉共同住宅、住民の利便性向上のための新庁舎などの整備を図っていきます。
　◇上厚真市街地周辺整備
苫小牧市に近い立地条件を生かし、子育て世代を中心に多くの移住・定住者を受け入れられるよう、新たな住宅地や子育て支援施設、公園などの整備を図っていきます。
◇厚真ダム・厚幌ダム周辺整備
　　　２つのダムを中心に、自然環境などを活用した景観・観光施設を整備し、観光・交流人口の増加を図っていきます。
　◇大型開発跡地周辺整備
　　　環境保護を目的とした植樹活動や散策路などの整備を図りながら、特産果実であるハスカップの大規模農園として活用していきます。
　◇こぶしの湯周辺整備
町の観光・交流の拠点施設として、施設の大規模改修等によるサービスの向上を図るとともに、周辺の未利用地の整備により観光・交流人口の増加を図ります。　
◇環境保全林周辺整備
　　　新町からフォーラムビレッジ周辺に広がる環境保全林では、多くの人たちが身近な森林を利用し、楽しむ機会を創出していきます。
◇サテライトオフィス誘致
　　厚真町の優れた立地、気象条件や情報通信基盤などの優位性を生かし、地方移転が可能な企業や人材の誘致を図っていきます。


Ⅲ　基本計画


基本目標１　人が輝くあつま

基本施策１　子ども・子育て支援の充実

◆◆めざす姿◆◆

地域ぐるみで子育てを支え、子どもたちがすくすくと育っている。


○　家庭、こども園、地域が連携し、子どもたちが健やかに成長し、安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	合計特殊出生率
	
	1.36
	
	1.6
	1.7
	
	日胆保健情報調べ

	乳幼児健診受診率
	
	92.1%
（健診実績）
	
	100%
	100%
	
	

	こども園の待機児童数
	
	０人
	
	０人
	０人
	
	



○　子どもたちが健やかに育つとともに、子育てに喜びを感じ、親子がともに成長していくために、乳幼児健診をはじめとする母子保健事業や、子育てに関する相談・情報提供・交流の場である子育て支援センターの運営、さらには、こども園での就学前保育や放課後児童クラブでの放課後児童事業などを推進しています。また、経済的支援としては、法定の制度である児童手当の支給等のほかに、道の制度に上乗せし乳幼児・小中学生の医療費の自己負担額をポイント還元することで医療費を実質無料化にし、さらに、こども園の保育料軽減と負担額の２割をポイント還元するなどの支援を行っています。

○　京町保育園と宮の森保育園が、学校教育法に基づく幼稚園の機能を付加した「認定こども園」となりました。これまで以上に教育内容を充実し、子どもたち一人ひとりの個性や発育の状況に沿ったきめ細かな就学前教育・保育に努めることが求められます。

○　産前産後の心身のストレス、妊産婦の救急搬送、配偶者等暴力や児童虐待など、妊娠・出産・育児をめぐる様々な問題に対して、関係機関が連携しながら、継続的な取り組みを進める必要があります。

	施策項目
	１－１
	あつま版ネウボラの推進


総合ケアセンター「ゆくり」・子育て支援センター・こども園・放課後児童クラブなどが連携して、産前～産後～子育て支援に切れ目なく取り組む、あつま版ネウボラを推進し、若い世代の希望がかなう地域社会をつくっていきます。

●主な取組・事業
・「あつま版ネウボラ」の推進
	施策項目
	１－２
	母子保健事業の推進


保健部門と教育部門とが連携し、結婚や出産・育児、家庭を持つことの意義・大切さを、思春期から啓発・教育していきます。

妊娠・出産期については、安心して出産できる妊婦健診の実施や緊急時の救急搬送体制の確立、夜泣きなど赤ちゃんについての正しい知識を得て、適切な対応が行えるよう、啓発・教育を図るとともに、不妊等の悩みに対しても、道や医療機関と連携しつつ、支援していきます。

乳幼児期については、健康診査、健康教育・健康相談、家庭訪問等の実施により、疾病等の早期発見・早期治療、子どもの健全育成につなげるとともに、保護者の悩み・不安の解消に努めます。

●主な取組・事業
・妊産婦保健事業　　　　・ママ･サポート119（仮称）　　・乳幼児保健事業

・乳幼児医療費助成事業　・食生活実態調査事業
	施策項目
	１－３
	就学前教育・保育の充実


こども園においては、「遊びの中でやる気と知恵と心を育む」をモットーに、自然とのふれあいやクラスの友だち、地域の人々との関わりから、基本的な生活習慣と自己肯定感、協調性を育む教育・保育を推進していきます。

また、仕事と子育てを両立させるための様々なニーズに対応するため、延長保育や低年齢児保育、障がい児保育、一時保育などを充実していくとともに、子どもが健やかに成長できる教育環境づくりに努めていきます。

●主な取組・事業
・こども園運営事業

	施策項目
	１－４
	子育て支援の充実


子育てに関する相談・情報提供・交流の場として、就学前児童とその保護者が集う子育て支援センター、小学生を中心に集まる児童会館・放課後児童クラブの行事メニューや設備・運営体制の充実に努め、子育てに関する悩み・不安の解消や、子どもたちの放課後生活の充実を図ります。
また、国・道の制度等も活用しつつ、医療費や保育料などの負担軽減を図りながら、中学生の進学や、高校生の通学・進学支援など、子育て家庭への経済的支援の更なる充実に努めるとともに、ボランティアの協力を得ながら、地域で子育て家庭や子どもたちを支える子育て支援ネットワークづくりを進めます。
児童虐待などの問題に対しては、関係機関とともに、早期発見・早期対応に努めていきます。

●主な取組・事業　
・子育て支援センター運営事業　　・エンゼル基金費　　　　　　　・出産祝金支給事業
・子育て支援医療費還元事業　　　・子育て支援保育料還元事業　

□　地域で子どもたちへの声かけに努めるとともに、子どもと関わる活動に積極的に参加するなど、地域ぐるみで子育て支援に協力していきましょう。

基本施策２　学校教育の充実

◆◆めざす姿◆◆

将来への大きな夢と希望を持ち、たくましく生きていける子どもたちが育っている。



○　変動する時代に主体的に対応できる人材の育成をめざし、学校・家庭・地域が連携しながら、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育みます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	授業の内容が分かる小中学生の割合
	
	①91% ②92%

③93% ④88%
	
	すべて

100％
	すべて

100％
	
	厚真町学習アンケート

①：小学国語　②：小学算数
③：中学国語　④：中学数学

	中学３年生の英検３級以上の合格率
	
	53％
	
	50％以上
	60％以上
	
	現状値は、中学２年生の英語能力判定テスト４級以上の合格率

	人の気持ちが分かる人になりたいと思う小中学生の割合
	
	小６ 94.6%

中３ 94.1%
	
	小６ 100%

中３ 100%
	小６ 100%

中３ 100%
	
	①全国学力・学習状況調査
②対象：小６、中３
③「当てはまる」「どちらかといえば当てはまる」の回答割合

	体力の全国平均点を50とした場合の小中学生の点数
	
	小５男子 48.4
小５女子 51.1

中２男子 46.8

中２女子 48.7
	
	50以上
	50以上
	
	①全国体力・運動能力、運動習慣等調査（小５、中２対象）

②厚真町児童・生徒体力運動能力調査（全小中学生）



○　本町では、少子化に伴い児童生徒数は毎年減少を続けてきましたが、今後は、移住・定住施策の継続的な実施などによる児童生徒の確保が期待されています。子どもたちは、人と関わりあって成長を遂げることから、今後も、異学年交流や様々な機会を利用して人との関わりや交流を深める環境づくりが求められています。このような中、学校では、学力向上推進委員会を中心に、小中学校が連携を図り、創意・工夫を凝らして学力向上に取り組み、児童生徒の基礎・基本の定着は着実に進んでいます。今後も、学んだ知識が生かされる「確かな学力」が身に付く取り組みの充実が必要です。
○　全国的に規範意識の低下が指摘される中、規範意識の醸成に学校・家庭・地域が一体となって取り組んでいく必要があります。また、今後は、単に心の豊かさだけでなく、いつでも優しさや思いやりを行動で表現できる心の強さ（心力）を身に付けた子どもの育成が求められます。

○　小学校では遊びや身体を動かす時間の確保に取り組み、全学年とも全国平均と同程度の体力・運動能力を示していますが、毎年の調査結果に変動もあることから、今後は体を動かす苦手意識の解消や運動の日常化、学校以外の活動の充実も必要になっています。中学校においても、男女間の格差が目立っていることから、授業の工夫や部活動での活動メニューの充実を図り、体力向上に取り組む必要があります。

○　社会のグローバル化が進む中で、英語を活用できる児童生徒の育成を目指し、これまで実践的にコミュニケーションを図る教材や場面等に工夫を凝らして、児童生徒のコミュニケーション能力の素地や基礎の育成を図ってきました。次代を担う児童生徒には異文化コミュニケーション能力を磨いて、国際社会で自己実現を図る態度の育成が求められています。


	施策項目
	２－１
	才能や個性を伸ばし、ふるさとを愛する教育の推進


子どもたちの基礎的な知識・技能の習得と主体的に学ぶ態度・習慣を確立し、知識の活用を図りながら課題発見と解決するための思考力・判断力・表現力を高めて、「確かな学力と自立する力」を育成します。

また、地域資源を活用した学習機会の充実を図り、郷土を愛する児童生徒の育成に努めます。

　　　　●主な取組・事業
・教育サポート事業　　　　・教育アドバイザー設置事業
・キャリア教育推進事業　　・社会科副読本整備事業
	施策項目
	２－２
	国際社会に絆を広げるコミュニケーション能力の育成


小学校低学年から英語に慣れ親しむ活動時間の設定や小中の連続性に配慮　した教育課程の編成・実施など、小中学校が連携して「聞く」「話す」「読む」「書く」をバランスよく育成しながら、英語を用いて積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育てます。

また、多様なカリキュラムや国外の学校との交流など英語に触れる機会を充実するとともに、海外での英語を活用したコミュニケーション能力の検証に努めます。

●主な取組・事業
・英語教育推進事業　　・外国語指導助手活用事業　　・海外での英語教育検証事業
	施策項目
	２－３
	豊かな心の力を育む子どもの育成


子どもたちが命を大切にする心を持ち、基本的生活習慣、規範意識、あいさつの習慣、対人関係能力の向上などを通じて、豊かな人間性をもってたくましく生きていくため、道徳教育や体験活動を充実するとともに、「心の力」として内面にある人への思いやりを行動で表現できる態度の育成を図ります。

また、自己を律し、他人を思いやり、いじめや差別を許さない心を培うための取り組みを推進します。

さらに、いじめや差別の未然防止・早期発見、被害に遭った児童生徒のケアなど関係機関等と連携した効果的な取り組みを推進します。

●主な取組・事業
・道徳教育推進事業　　・読書活動推進事業　　・いじめ防止対策推進事業

	施策項目
	２－４
	健やかな体を育む子どもの育成


子どもの体力の状況を把握し、能力・適性、興味・関心等に応じて、運動の楽しさや喜びを味わい自ら考え工夫する授業の充実や運動に親しむ機会づくりを行い、体力・運動能力の向上に努めます。

学校給食においては、栄養バランスの取れた豊かな食事を提供し、子どもたちの健康の保持増進を図ることはもちろん、食物アレルギーに対する適切な対応や給食時間、特別活動などを通した食育の推進に努めます。
●主な取組・事業
・基礎体力向上事業　　・学校給食センター管理運営事業
	施策項目
	２－５
	質の高い教育を支える教育環境の確保


校長のリーダーシップのもと、職員一人ひとりの能力や適性を生かした学校運営に努め、組織としての学校の教育力を高めるとともに、学校の危機対応能力の向上を図ります。

また、創意工夫を凝らした特色ある学校づくりをめざして、学校を核とした家庭や地域の参画と連携によるコミュニティ・スクールの導入なども視野に入れて開かれた学校づくりを推進するとともに、教職員としての資質を高めるための研修の実施、教育の基盤となる施設・設備の充実を推進します。

さらに、地元唯一の高校として厚真高校の存続をめざし、厚真高等学校教育振興会を通して、魅力ある教育活動を支援します。

●主な取組・事業
・教師力アップ事業　　　・研究指定校推進事業　　・ＩＣＴ教育推進事業
・コミュニティ･スクール活用推進事業


□　ＰＴＡ活動や子どもたちの校外活動の受入れ等を通じて、学校運営に積極的に参画・協力していきましょう。
□　学校に任せきりにせず、家庭での教育・しつけに努め、学力・体力の向上と、自尊感情や他者を思いやる心、生命を尊重する心、規範意識等の育成を図りましょう。

基本施策３　社会教育の充実

◆◆めざす姿◆◆

多様な学習・文化活動が展開され、その成果がまちづくりに生かされている。



○　町民の生涯学習活動への参加拡充を図り、学習成果をまちづくりにつなげます。

○　町の歴史文化の保護・活用を進めます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	生涯学習事業参加者の満足度
	
	77%
	
	80%
	83%
	
	

	放課後子ども教室の参加率
	
	89%
	
	100%
	100%
	
	



○　私たちは、科学技術の進歩や国際化、情報化の進展に伴って、常に新しい知識や技術を習得していくことが必要です。また、心の豊かさが求められる社会の中で、生きがいや自己実現につながる学習活動へのニーズが一層高まっています。

○　こうした要請から、本町では、子どもたちから高齢者まで幅広い年齢層を対象に、文化団体をはじめとした自主学習グループの育成、生涯学習アドバイザーの設置や多様な学習機会の提供を図るため、青少年センターなどの学習施設の運営などを通じて、町民の学習を支援してきました。

○　今後も、町民一人ひとりが生涯学習活動を通して、幸福感の追求と地域社会の活力を生み出すことができる学習活動の充実が求められます。

○　歴史文化については、本町には旧石器時代からの遺跡があり、埋蔵文化財発掘事業を進めてきたほか、幌内神楽、軽舞熱送りなど郷土芸能や天然記念物北海道犬厚真系の保存、古民家の再生などにも取り組んでおり、これら埋蔵文化財の保存・展示・活用をはじめ、郷土資料などをまちづくりに生かすことが求められます。


	施策項目
	３－１
	生涯を通じた多様な学習活動の推進


町民一人ひとりが、それぞれの年代やライフスタイルに応じて、学習活動を楽しみ、個人の生活や仕事だけでなく、まちづくりにも生かされるよう、多様な媒体を通じて学習情報の提供に努めるとともに、地域課題に対応した学習機会の提供や町文化祭をはじめ学習・文化イベントの継続的な開催に努めます。
また、自主グループの活性化を図るとともに、指導者の育成に努めます。

家庭教育・青少年教育については、家庭、学校・保育施設、地域が役割分担しながら、自然や産業などとの関わり合いを通して、子どもたちが健やかに成長していけるよう、子育てセミナー、放課後子ども教室、放課後児童クラブ、青少年健全育成活動など、各種取り組みを推進していきます。

文化・芸術については、芸術鑑賞会などを通じて、町民が身近に優れた文化・芸術にふれる機会を充実させていくとともに、陶芸、音楽など町民の自主的な文化・芸術活動の振興を図っていきます。

読書は、知的好奇心を満たし、いつでも学ぶことができる「知の宝庫」であり、子どもから大人まで人生をより深く豊かにしてくれるものです。

今後も「本との出会い」「本を読む楽しさ」「心の豊かさ」を実感できる読書活動に努めます。
●主な取組・事業
　・生涯学習振興事業　・放課後子ども教室開催事業　・放課後児童クラブ開催事業　

・青少年健全育成推進事業
	施策項目
	３－２
	社会教育環境の整備


町民の多様な学びを支援するため、各生涯学習施設・設備の適切な運営管理と改修等を推進します。
青少年センター・創作館については、町民一人ひとりが安心して気軽に学習活動に取り組めるように、機能の新設・改善を行い、学習しやすい環境づくりに努めます。
また、図書室については、ニーズに応じた蔵書・資料の充実、利用しやすい環境整備に努めます。

●主な取組・事業
・青少年センター整備事業　　・創作館運営事業　　・図書整備事業
	施策項目
	３－３
	文化の継承と文化財の保護・活用


歴史文化については、埋蔵文化財の収集・保存を進めるとともに、常設展示場所の設置と適切な運用を図ります。
また、郷土芸能等の保存や、地域資源を活用した新たな文化・芸術の振興にも取り組み、厚真町の歴史文化を通じて内外との交流を図り、文化振興のみならず、産業振興、人材育成などまちづくり全体に波及させていきます。

●主な取組・事業
・文化財保存事業　　・埋蔵文化財センター建設事業

□　町の学習講座やイベント等に積極的に参加し、余暇を楽しみ、健康づくりや仲間づくりを行いましょう。
□　講師や指導者として、自らの知識、技術、経験等を地域に還元しましょう。
□　民間で所有、継承する文化財の適切な保全に努めましょう。

基本施策４　生涯スポーツの振興

◆◆めざす姿◆◆

多様なスポーツ活動が展開され、その成果がまちづくりに生かされている。



○　年齢・体力・経験等を問わず、気軽にスポーツに参加し、楽しみながら継続していけるよう、関係団体との連携のもと、教室の開催、自主サークルの育成、大会・イベントの開催など、各種事業を展開していきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	健康づくりに取り組んでいる人の割合（運動習慣の割合）
	
	（平成23年度）

①男性 24.7%

女性 19.6%

②男性 31.6%
女性 30.9%
	
	（平成34年度）

①男性 36%

女性 33%

②男性 58%
女性 48%
	①男性 36%

女性 33%

②男性 58%
女性 48%
	
	健康あつま２１

①35～64歳

②65歳以上

	スポーツセンター・スタードーム利用人数
	
	39,000人
	
	45,000人
	50,000人
	
	

	スポーツ施設合宿者数
	
	1,700人
	
	2,000人
	2,300人
	
	



○　スポーツ・レクリエーションは、健康増進や体力向上に不可欠で、楽しく活動することにより気分転換や仲間づくりにもつながります。一般に、学齢期を過ぎ、仕事や家事で忙しくなると、定期的に運動する機会は減りますが、可能な限り、スポーツ・レクリエーションに取り組むことが大切です。

○　こうしたことから、本町では、スポーツセンター・スタードームなどを拠点に、身近なスポーツ環境の整備に努めるとともに、スポーツ教室の開催や、体育協会加盟団体など自主グループの育成を通じて、町民のスポーツ・レクリエーション活動を支援しています。また、ノルディックウォーキング、ふまねっとなど、健康づくりに役立つ新たなメニューの普及にも力を入れています。


	施策項目
	４－１
	生涯を通じた多様な体力づくりの推進


子どもから高齢者まで、幅広い年齢層の多様な参加につながるよう、初心者にも気軽に参加できるイベントや大会の開催、各種スポーツ教室の充実などに努めるとともに、各種自主グループの積極的な活動展開を促進します。

スポーツをまちづくりに生かすため、子ども達の管内・全道・全国の大会遠征の助成などにより競技スポーツの振興を図るとともに、意欲や競技技術の向上を促進します。
また、子どもたちがトップアスリートにふれる機会づくりに努めるほか、各種合宿・大会等の誘致にも努めます。

●主な取組・事業
・生涯スポーツ振興事業　　・町民体育祭開催事業
	施策項目
	４－２
	スポーツ・レクリエーション環境の整備


町内の各スポーツ施設・設備の老朽化に伴う改修や長寿命化を適宜進めるとともに、学校施設の開放事業を引き続き進め、町民がスポーツ活動を実践しやすい環境づくりに努めます。

●主な取組・事業
・スポーツセンター･スタードーム整備事業　　・町民スケートリンク整備事業

・学校開放事業

□　週２回、１回30分以上を目標に運動の継続に努めます。また、できるだけ車を使わないなど、身体活動量を増やすよう努めましょう。
□　町のスポーツイベント等に積極的に参加し、余暇を楽しみ、健康づくりや仲間づくりを行いましょう。
□　講師や指導者として、自らの知識、技術、経験等を地域に還元しましょう。

基本施策５　まちづくり人材の育成

◆◆めざす姿◆◆

産業を担い、町を発展させる人材が育ち、多様な場で住民が活躍している。




○　産業の担い手の育成と、積極的な受入を図っていきます。

○　起業から公益的な活動まで、多様な活動を活性化していきます。

○　高齢者、女性など様々な主体の活躍を支援していきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	地域おこし協力隊定住者数
	
	14人

（平成27年度）
	
	36人
	58人
	
	目標年度までの累計値

	地域おこし企業人交流プログラムによる人材受け入れ人数
	
	１人
（平成27年度）
	
	２人
	４人
	
	目標年度までの累計値


	シルバー人材センターの登録者数
	
	64人
	
	65人
	67人
	
	目標年度までの累計値



○　北海道の農林水産業は、美しく厳しい自然を相手にした「ものづくり」であり、創意・工夫が発揮できる、極めて創造的で楽しい仕事です。きちんと経営すれば、労働にみあう収入が得られますが、産業技術は、高度に進化しており、担い手には高い専門知識や優れた経営感覚が求められます。このため、就業段階のみならず、絶えず、学び続けることが不可欠であり、まちぐるみで、従事者の継続的な学習を支援していくことが求められます。
○　さらに、農林水産業は、生産、加工、流通、販売の過程を通じて多くの人が携わり、交流する、いわば、まちづくりの根幹と言えます。そのため、産業従事者の仕事に関する知識・能力を高めることが、まちの発展に深くつながるとともに、逆に、まちづくりの様々な分野で人材を育成することが、地域産業の振興効果も発揮すると考えられます。こうした視点に立ち、幅広く、まちづくり人材を育成していくことが求められます。
○　まちづくりは、若者が前向きに挑戦するとともに、高齢者、女性など、多様な人材が輝くことが重要です。そのためには、若者の様々なチャレンジや高齢者、女性の就業や社会活動を支える仕組みを強化していくことが求められます。


	施策項目
	５－１
	地域産業を担う人材の育成


地域産業を担う新しい担い手を確保するため、学生や就業希望者などに対する厚真町産業の情報提供・学習支援を進めるとともに、地域おこし協力隊などを活用した町外、道外から就業希望者の積極的な受け入れと、受け入れ後の継続的な就業支援に努めます。
また、産業従事者が、自身が行う仕事に関する知識・技術を向上させる学習環境づくりに努めます。

●主な取組・事業
・農業後継者総合育成対策事業　　・担い手育成夢基金による担い手育成の支援

・大学と連携したインターンシップ等の推進　　・地域おこし協力隊の活用
	施策項目
	５－２
	まちづくり人材の育成


住民が、新たにボランティア活動やイベントの開催、さらには自身の起業など様々なチャレンジ活動を展開し、まちの発展につながるよう支援していきます。
また、生涯現役をめざしている、豊富な社会経験・知識・技術を持つ高齢者を支援することにより、社会的課題を解決するソーシャル・コミュニティビジネスなどの仕事の創出や子育てに一段落した女性などによる社会貢献活動の促進などを通じて、多様な人材の活躍を支援していきます。
また、若者が地域の担い手として幅広く活躍できるよう、就職、結婚、出産、子育てや各種社会活動に対し、可能な支援を行っていきます。

●主な取組・事業
・地域おこし企業人交流プログラムの活用　　・起業化支援事業
・シルバー人材センターの登録推進　　　　　・高齢者の再雇用の推進
・各種婚活事業の推進

□　自身の仕事について、日々、新しい知識・技術の学習に励みましょう。

基本目標２　健やかで安心なあつま
基本施策６　高齢者福祉・介護の充実

◆◆めざす姿◆◆

高齢者が地域でいきいきと社会活動に参画し、安心して暮らしている。



○　高齢者が介護予防や健康づくりに精力的に取り組むとともに、高齢者が地域において社会貢献など様々な活動を行い、要介護状態になっても安心して住み慣れた地域で暮らしていけるよう、福祉・介護サービスを充実するとともに、地域の支え合い力を向上させていきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	要介護率
	
	16.7％
	
	推計値25.3％以下
	推計値
25.6％以下
	
	厚生労働省「介護保険事業計画用ワークシート」による推計値

	いきいきサポート事業参加人数
	
	1,493人
	
	2,986人
	3,000人
	
	

	高齢者共同住宅入居者数
	
	０人
	
	10人
	10人
	
	



○　本町の高齢者人口は約1,600人であり、横ばい傾向で推移し、人口減少により高齢化率は今後も年々増加するものと予想されます。

○　平成12年度に、要介護高齢者を地域で支える仕組みとして介護保険制度が導入され、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられるように保健、医療、福祉サービスをはじめ、様々なサービスを必要に応じて、総合的、継続的に提供し地域における包括的な支援を実現するために平成18年度、地域包括支援センターが設置されました。本町においても、総合ケアセンター「ゆくり」などを中心にこれらの取り組みを進めるとともに、認知症高齢者の共同生活施設であるグループホームが設置されるなど、高齢者を支える基盤の充実が図られました。また、高齢者生活福祉センター「ともいき荘」の運営や高齢者大学の開催、老人クラブの支援など、介護保険制度以外のサービスも推進しています。

○　平成27年度の介護保険制度改正により、介護予防・日常生活支援総合事業の導入、認知症高齢者施策の強化、在宅医療と介護の連携強化などを進めながら、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができる「地域包括ケア」を推進していくことが求められます。


	施策項目
	６－１
	地域包括ケアの推進


地域包括支援センターを中心に、在宅医療・介護の連携、認知症施策、生活支援サービスの体制整備などの事業を推進し、要介護状態となっても自分らしく暮らし続ける事ができるように、「介護」「予防」「医療」「生活支援」「住まい」が一体的に提供される地域包括ケアの推進を図ります。

また、認知症地域支援推進委員が、認知症の懸念のある人に早期・事前的に関わることで、認知症予防の強化を図ります。

さらに、医師、専門職や地域住民による地域ケア会議を開催し、高齢者が抱える様々な課題の解決を図ります。

●主な取組・事業
・地域包括支援センターの運営　　・在宅医療･介護連携推進事業
・認知症総合支援事業　　　　　　・地域ケア会議推進事業
	施策項目
	６－２
	介護予防・生きがいづくりの推進


温水プールでの水中運動やマシントレーニング、ノルディックウォーキングなどの介護予防の取り組みを継続するとともに、介護予防・日常生活支援総合事業への移行に合わせて、理学療法士の指導による通所型サービスを実施し、短期集中的に運動機能の向上をめざします。
また、ふれあいサロン等の高齢者が参加できる場、担い手として活動できる場を拡充していきます。

さらに、高齢者大学の開催、老人クラブの支援などを通じて、高齢者の生きがいづくりを促進していきます。
●主な取組・事業
・介護予防･日常生活支援総合事業　　・高齢者大学運営事業
	施策項目
	６－３
	福祉・介護サービスの充実


24時間型介護サービスを提供するための小規模多機能型居宅介護事業所の設置など、ニーズに応じたサービスの充実、メニューの多様化を図るとともに、介護保険制度の安定的な運営に努めます。

また、高齢者が孤立することなく見守られた環境で安心して暮らすことができる、高齢者共同福祉住宅を整備します。

●主な取組・事業
・介護サービスの給付　　・小規模多機能型居宅介護事業　　・高齢者共同福祉住宅事業
	施策項目
	６－４
	高齢者の生活支援の推進


介護保険制度の対象とならない自立の高齢者の在宅での生活支援サービスや、高齢者の不安の解消を図るために、緊急通報システムの設置等を推進していきます。
●主な取組・事業
・高齢者在宅支援事業　　・緊急通報システム設置事業

□　介護予防や健康づくりの事業に参画し、地域住民組織の強化を図りましょう。

□　老人クラブの加入やボランティア等に積極的に参加し、自らの生きがいづくりを行うとともに地域貢献に取り組みましょう。

基本施策７　社会福祉・障がい者福祉の充実

◆◆めざす姿◆◆

地域で支えあいながら、誰もがいきいきと安心して暮らしている。



○　「自助・共助・公助」の役割分担により、誰もが孤立することなく、日頃から、相互に支えあうまちづくりを推進していきます。
○　障がいのある人もない人も、互いに個人の尊厳を重んじ、共に支えあい、共に安心して暮らせるまちづくりを進めます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	ボランティアセンター登録者数
	
	140人
	
	200人
	200人
	
	

	障がい者就労継続支援事業所利用者数
	
	０人
	
	10人
	10人
	
	



○　高齢化や核家族化、クルマ社会の進展などにより、個人やコミュニティで生活課題を解決する自助・共助の力が弱まり、いつまでも住み慣れた地域で安心して暮らしていくための基礎が揺らいできています。町では、自治会単位に住民どうしが見守りを行う、あんしんネットワークが構築されており、今後もネットワークを維持・拡充していくことが求められます。

○　平成18年に障害者自立支援法が施行、平成25年には障害者総合支援法に移行し、身体・知的・精神の３障がい共通のサービスの展開、就労支援の強化、長期の施設入所・入院から在宅生活への移行などを推進してきました。療育・発達支援も平成25年に制度強化されています。これらに基づき、町内でも、発達支援センターでの児童発達支援、まちなか交流館での福祉的就労の支援などが行われており、民間事業所や地域住民の協力を得ながら、障がい者支援を引き続き推進していくことが求められます。


	施策項目
	７－１
	人権・権利擁護の推進


差別やいじめ、暴力など、あらゆる人権侵害から町民を守るため、人権意識の啓発・教育を引き続き推進していきます。

また、判断能力が不十分な人の権利を擁護する仕組みである日常生活自立支援事業や成年後見制度について、市民後見人の育成支援を図るなど、制度普及を図っていきます。

●主な取組・事業
・人権相談所の開設　　・市民後見人の育成
	施策項目
	７－２
	地域福祉活動の活性化


東日本大震災により、地域で支えあうことの重要性が再認識される中、社会福祉協議会や自治会、各種ボランティア団体と連携しながら、たすけあいチーム活動をはじめとする身近な地域を単位とした住民相互の支えあい活動や、あんしんネットワークなどの見守り活動を促進していきます。

●主な取組・事業
　　・民生委員協議会活動の促進　　・社会福祉協議会運営支援
	施策項目
	７－３
	療育・発達支援の推進


母子保健事業などを通じて、疾病や障がいの予防と早期発見に努めるとともに、発達の遅れや障がいがある子どもに対して、発達支援センターでの児童発達支援や、こども園での障がい児保育などをきめ細かく行い、一人ひとりの可能性を最大限に引き出していきます。

●主な取組・事業
　　・発達支援センター運営事業
	施策項目
	７－４
	障がい福祉サービスの充実


地域でいきいきと自立した生活を継続していくことができるよう、一人ひとりの障がい等の状況に合わせ、障害者総合支援法や児童福祉法に基づく障がい福祉サービスやその他のサービスのきめ細かな提供を行うことにより、就労や日中活動、移動、住まい等といった生活の総合的な支援に努めます。

●主な取組・事業
　　・自立支援給付及び障がい児給付事業　　・障がい者地域生活支援事業
　 　・複合型地域福祉活動拠点運営事業

□　福祉について学び、ボランティア活動などに積極的に参加しましょう。

基本施策８　保健・医療の充実

◆◆めざす姿◆◆

すべての町民が自身の健康に関心を持ち、適切に健康管理を行っている。



○　町民が楽しく健康づくりを実践・継続できるよう、支援していきます。
○　国民健康保険・後期高齢者医療保険の安定した事業運営に努めます。
○　安心して医療を受けられる体制の維持・強化に努めます。


	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	健康寿命
	
	男　64.7歳
女　66.6歳

（平成25年度）
	
	男　延伸
女　延伸
	男　延伸

女　延伸
	
	国民健康保険連合会データベースに基づく健康寿命

	国民健康保険特定健康診査受診率
	
	52.6%（実績値）

（平成25年度）
	
	70%
	75%
	
	厚真町保健事業実施計画（平成27年度策定）



○　食生活の変化や身体活動量の低下等により、生活習慣病予防の重要性が高まっています。また、心の病気やストレス等、多様な問題の改善・解決に努めていくことが必要です。

○　町では、疾病の早期発見のため、健康診査等を実施するとともに、健康教室等を通じて、町民の健康づくりを支援しています。今後も、一人ひとりへのきめ細かな指導・支援をモットーに、地域ぐるみで健康づくりを推進していくことが求められます。

○　地域医療については、町内の民間診療所等が支えていますが、医療ニーズがますます増加、多様化することが予想される中、身近な地域で安心して医療が受けられる体制を確保するとともに、二次医療圏の中核病院などとの連携を一層強化していくことが必要です。

○　国民健康保険・後期高齢者医療保険の安定運営に向け、資格や給付の適正化や、特定健康診査・特定保健指導による疾病予防・重症化予防を推進していくことが重要です。


	施策項目
	８－１
	健康増進事業の推進


各種健康診査や予防接種をきめ細かく実施し、町民が自分の健康状態を適切に把握し、健康づくりにつなげていくことを支援します。

「自分の健康は自分でつくる」という理念のもと、町民が健康づくり活動に主体的に取り組めるよう、保健分野を軸に福祉・生涯学習・生涯スポーツ分野が連携して、多様な健康増進事業を推進します。

これら健康増進活動の拠点となる総合ケアセンター「ゆくり」の施設・設備の適切な維持管理と計画的な修繕を進めていきます。

●主な取組・事業
　・住民健診事業　・予防接種事業　・食生活実態調査事業　・訪問指導の充実･強化
	施策項目
	８－２
	国民健康保険・後期高齢者医療保険の健全運営


特定健康診査・特定保健指導については、受診勧奨や、受診データの系統的な分析を行い、受診率向上と効果的な保健指導の実施を図ります。
医療費通知やジェネリック医薬品の啓発活動、資格や給付の適正管理を行い、国民健康保険・後期高齢者医療保険における医療費の適正化に向けた取り組みを進めます。

また、平成30年度に予定されている国保財政運営の都道府県単位化への適切な対応を図ります。
●主な取組・事業
　・国民健康保険事業　　・特定健康診査事業　　・特定保健指導事業

	施策項目
	８－３
	地域医療の維持・強化


町民が地域で安心して医療を受けることができるよう、本町の地域医療を支えている診療所の安定的な運営を支援していきます。

また、町民が自ら健康管理の一環としてかかりつけ医を持ち、適切な医療サービスを選択できるよう、地域医療に関する情報提供を充実していきます。
さらに、緊急時に安心して適切かつ良質な医療を受けることができるよう、広域で連携しながら、救急医療体制の維持・強化に努めます。

新型インフルエンザ等感染症対策、災害時救護など、健康危機管理については、正しい知識の普及を様々な機会を捉えて行うとともに、平時から関係機関と協働で応急対策に関する研修等を推進します。

●主な取組・事業
　・地域医療医師等確保支援補助金の交付　　・医療施設等整備事業補助金の交付

□　規則正しい生活リズムのもと、栄養バランスのよい適量の食事、定期的な運動・身体活動、禁煙と節度ある飲酒、ストレスの解消等に努めることにより、自らの健康づくりを実践しましょう。


基本目標３　みのり豊かなあつま
基本施策９　農業の振興

◆◆めざす姿◆◆

安全・安心・高品質な農畜産物が安定的に生産されている。




○　意欲ある担い手の育成・確保、経営の効率化、生産基盤の強化を促進し、

活力と潤いのある農業・農村づくりを進めます。


	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	農業後継者・異業種等の新規就農者の確保数
	
	３人
	
	30人
	60人
	
	目標年度までの累計値

	農業粗生産額
	
	4,837百万円
	
	5,594百万円
	5,804百万円
	
	

	道営ほ場整備事業進捗率
	
	64%
	
	89%
	100%
	
	道営ほ場整備事業全体計画

	農地集積率
	
	75.57%
	
	86.17%
	87.02%
	
	

	ハスカップ生産量
	
	34トン/年
	
	40トン以上/年
	48トン以上/年
	
	



○　本町では、約350戸の農家が約６,000ｈａの農地で、農業生産を行い、毎年、約40～50億円（ブロイラー生産を除く）の生産額の農産物を全国の市場に供給しています。市場で評価が高まる厚真産米を中心に、大豆、ばれいしょ、ほうれんそう、肉牛、豚などの産地であり、カーネーションなど花き栽培も行っています。

○　産地間競争力を高めるため、土地利用型農業については道営ほ場整備事業等により生産性を高めており、町内23地区のうち14地区が完了していますが、未実施地区の計画的な事業推進が求められます。

○　担い手については、農家経営者の平均年齢が60歳を超える中で、農業後継者・新規参入者の育成・確保を図るとともに、中核的な担い手が農地を引き受け、規模拡大を円滑に進めることができるよう誘導していく必要があります。
さらに、高齢になっても営農を継続できる仕組みづくりに取り組んでいく必要があります。

○　ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）による関税撤廃の影響が懸念されますが、国・道が今後進める措置により、影響を最小限に食い止めるよう努めるとともに、北海道産・厚真産ブランドなどの高品質化を図り、国内外の需要拡大などにより打開を図っていく必要があります。

○　そのためには、土づくりや栽培・収穫など基本技術の励行のもと、消費者ニーズに沿った優良品種の選定、出荷方法の導入などにより、安全・安心な農産物づくりを推進し、厚真産農産物の安定生産とブランド力の強化を図っていくことが求められます。


	施策項目
	９－１
	いきいきとした人づくりの推進


農業後継者の確保・新規参入者の受け入れを進めるとともに、技術的・経済的支援を強化し、次代の担い手として育成していきます。
また、こうした担い手を指導・支援し、地域農業の振興を図る農業リーダーの育成に努めます。

さらに、高齢になっても少量多品種の生産活動を継続できる取り組みを検討していきます。

●主な取組・事業
　・農業後継者総合育成対策事業　　・担い手育成夢基金による担い手育成の支援
・指導農業士･農業士の育成･支援
・農村女性の社会･経営参画の促進と高齢者が活動する場の確保
	施策項目
	９－２
	安全・安心な食づくりの推進


農産物の高品質化と経営の多角化をめざし、以下の品目別の取り組みを推進していきます。

水稲については、健苗育成や水管理、病害虫防除の徹底など基本技術の励行による良質米の生産に加え、減農薬・減化学肥料による特別栽培米の作付けやコスト低減を図るための直播栽培の導入・定着、飼料用米の安定生産を促進していきます。

畑作物（小麦・豆類・てん菜・ばれいしょ）については、土壌診断の推進と堆肥・緑肥による地力増進、輪作体制の確立などにより、生産性の向上と安定生産を図ります。

そ菜においては、他産地に引けを取らない高付加価値化とブランド化の推進による本町農産物の知名度拡大を図ります。
特に、ハスカップについては、生産量の拡大を図るため、引き続き苗木導入に対し支援するとともに、厚真産ハスカップの商標登録や機能性表示の取得を進め、生産から加工、販路拡大、ＰＲなど総合的なブランド化戦略を推進します。

花きについては、消費者と実需者との交流などを通し需要動向の把握に努めた収量拡大など、市況変動に対応出来る生産体制の確立を図ります。

酪農・畜産については、計画的な草地更新や畜産クラスター計画に基づく各種活動等による自給飼料作物の確保と品質向上や、優良畜種の育成推進に努めるとともに、防疫対策の強化と家畜排せつ物の耕種農家への還元による耕畜連携の推進を図ります。
●主な取組・事業
　　・経営所得安定対策直接支払推進事業　　・土壌分析奨励事業
・特産果実生産体制強化事業　　　　　　・ハスカップブランド化推進協議会の推進
・共進会･共励会事業　　　　　　　　 　・公共牧場管理事業
・酪農経営安定対策事業　　　　　　　　・和牛経営安定対策事業 

・家畜防疫事業

	施策項目
	９－３
	生産を強化するシステムづくりの推進


地域の営農を強化するため、土地や組織、施設、情報技術など、農業を支えるシステムづくりを進めます。

農地については、道営ほ場整備事業等により、ほ場の区画拡大や用排水路、農道等の整備や客土、草地改良などを進めていきます。
その際、米の直播栽培に適した暗渠排水集中管理孔の整備も検討していきます。
また、農地中間管理事業等により、担い手への農地利用集積と集約化を図ります。

組織については、作業受委託や機械の共同化、農業経営の法人化、畜産クラスター等の活動を奨励し、多様な担い手が地域の営農を安定的に継続できるシステムづくりを進めます。

施設については、関係団体等と連携しながら、農産物加工施設や共同選荷施設など、時代のニーズに対応した農業近代化施設の建設・更新等を支援していきます。

情報通信技術については、GPSガイダンスシステムなど、最新の農業技術の積極的な導入を支援していきます。

また、エゾシカなど有害鳥獣による農作物被害の防止に向けた取り組みを推進していきます。
●主な取組・事業
・道営ほ場整備事業　            　・国営農業用水再編対策事業

・人･農地プラン推進事業    　　 　・農地耕作条件改善事業 

・農地中間管理事業　　　　　　　　・畜産クラスター支援事業 

・元気な農家チャレンジ支援事業　　・農業施設整備事業　
・農業ＩＣＴ化普及推進事業      　・エゾシカ個体調整事業

	施策項目
	９－4
	農業を通じた豊かな地域づくりの推進


食料の供給のほか、国土や水資源、環境の保全、保養・レクリエーション、地域文化の創出など、多面的機能を有する農業を通じた豊かな地域づくりを推進するため、日本型直接支払制度などを活用した活動を進めるとともに、グリーン・ツーリズムの推進などを通じ、地域組織の活性化を図っていきます。

また、新規就農に向けた担い手対策や研修農場構想の推進、就農先農地等の確保などの業務を総合的に行う新たな組織の設立をめざします。

●主な取組・事業
・中山間地域等直接支払推進事業　　・多面的機能支払事業
・都市と農村の交流の推進　　　　　・農地利用集積円滑化団体等の設立推進

□　経営の効率化を図るとともに、高付加価値作物・優良品種の積極的な導入と精力的な土づくりにより、良質で安定した農産物の生産に努めましょう。

基本施策１０　林業の振興

◆◆めざす姿◆◆

適切な森林管理のもと、林産物が安定的に生産されている。



○　意欲ある担い手の育成・確保と適切な森林施業の推進を図ります。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	間伐面積
	
	250ｈａ（年）
	
	250ｈａ（年）維持 
	150ｈａ（年）維持
	
	

	造林面積
	
	100ｈａ（年）
	
	100ｈａ（年）維持 
	100ｈａ（年）維持
	
	

	地域おこし協力隊（林業支援員）の確保数
	
	０人
	
	９人
	1９人
	
	目標年度までの累計値



○　林業については、外材や非木質系建築資材の流通量の増加、住宅着工戸数の減少により、国産材の需要は低迷を続けてきましたが、近年、輸送コストの急増や各国の乱伐に対する法規制の強化などにより外材の輸入量が減少しており、適正に保育された国産材の見直しが進んでいます。

○　本町の森林資源は、人工林を中心に成熟してきており、皆伐が進んできています。皆伐後に再造林を確実に実施するなどの資源管理が重要となります。
○　このため、作業の合理化や造林・下刈・間伐などの計画的な保育を進め、本町の森林の適切な管理を推進する必要があります。また、木材・林産物についても、生産・加工の支援など林産業の振興が求められています。
○　森林整備の担い手である林業従事者は、高齢化等により減少傾向にあり、地域おこし協力隊制度の活用などによる、担い手の確保が必要となります。

	施策項目
	１０－１
	林業担い手の確保


森林組合や国・道の関係機関と連携しながら、林業従事者の就業条件を整備するとともに、地域おこし協力隊の制度を活用しながら、林業及び林産業等の担い手の確保・育成を図っていきます。
●主な取組・事業
・森林整備担い手対策事業　　・林業担い手育成事業

	施策項目
	１０－２
	適切な森林施業の推進


主に人工林を対象とした造林、下刈り、除間伐などの保育作業を計画的に進め、資源の循環利用を推進します。
また、天然林へも保育作業を実施し、木炭・シイタケ原木等の供給による特用林産物等の生産・加工と木工なども含めた多様な広葉樹の利用を支援します。

高性能林業機械の導入等による一層の作業合理化、作業道や集材路などの整備を進めるとともに、林道の維持管理や、橋りょうの長寿命化に向けた点検、整備を進めます。
また、木材需要の高まりによる過剰な伐採を抑制するための仕組みづくりを進めます。

●主な取組・事業
・造林推進対策事業　　・除間伐促進事業　　・下刈推進対策事業
・林道管理事業　　　　・森林保護推進事業

	施策項目
	１０－３
	地域産材の活用促進


木材の利用に関しては、従来の大規模な工場による、梱包材などの一律な工業製品以外の利用の可能性の検討に加え、バイオマスエネルギーとしての利用についても調査研究を進めます。
また、公共施設や住宅等の建設にあたっては、町内産木材の活用の推進に努めます。

●主な取組・事業
・バイオマスエネルギー利活用推進事業　　・町有林管理事業

□　保有する森林の計画的な管理に努めましょう。また、建物の建設・改修等にあたっては、町内産木材の活用に努めましょう。
基本施策１１　水産業の振興

◆◆めざす姿◆◆

適切な資源管理のもと、高品質な漁獲物が安定的に出荷されている。



○　意欲ある担い手の育成・確保と資源管理型漁業の推進を図ります。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	漁獲金額
	
	1.6億円
	
	1.6億円

（現状維持）
	1.6億円

（現状維持）
	
	北海道水産現勢

	新規漁業者数
	
	０人
	
	１人
	２人
	
	目標年度までの累計値



○　本町の水産業は、例年、漁獲金額は１～２億円で、その内ホッキ貝が６～７割を占め、その他にシシャモやマツカワなどのカレイ類、毛ガニなどが水揚げされています。近年、種苗放流に力を入れているマツカワは漁獲量が増加し、ホッキ貝も比較的資源量は安定していますが、シシャモについては資源が減少し、魚価についても低迷しており、十分な利益を確保できず厳しい漁業経営となっています。このような現状を踏まえ、水産資源の安定、魚価の向上、漁労経費の削減などにより、漁業所得の安定と地域の活性化を図っていくことが必要です。

○　漁業経営者のほとんどが60歳代を迎えており、新しい担い手の育成が急務ですが、多額の初期投資と技術習得に時間を要することから、地域おこし協力隊の制度を活用しながら、担い手を育成していくことが必要です。


	施策項目
	1１－１
	漁業担い手の確保


地域おこし協力隊の制度を活用しながら、漁業従事者等の担い手の確保を図っていきます。
●主な取組・事業

　・漁業後継者育成対策事業

	施策項目
	1１－２
	資源管理型漁業の促進


水産資源の安定を図り、将来にわたって持続的に水揚げを確保するためには、適正な資源管理と同時に魚場の管理・保全による資源維持及び資源の増大が必要です。

このため、ホッキ貝の資源量調査に基づく資源管理の徹底と漁場造成、シシャモ孵化事業、マツカワの種苗放流や水産基盤整備事業による漁礁や産卵礁の整備促進による資源の維持増大を図っていきます。

また、漁協等と連携しながら、漁業者への施設・設備更新への支援などを引き続き推進します。

●主な取組・事業

・漁業振興対策特別資金貸付事業　　・シシャモ孵化･マツカワ種苗放流事業の推進


□　漁業者、漁協、水産加工事業者の意識連携と施策を協力して実施しましょう。

□　漁業者と各団体、行政が連携しながら、厚真産漁獲物のPR及び地産地消の取り組みを進めましょう。
基本施策１２　商工業の振興

◆◆めざす姿◆◆

地域産業に元気があり、魅力ある生産と販売・サービスの提供が行われている。


○　企業・商店の近代化や新分野への進出、さらには町民・移住者などによる起業を積極的に支援・誘導していきます。

○　苫小牧東部開発と連携しながら、企業誘致を推進していきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	年間商品販売額
	
	32億円
	
	38億円
	44億円
	
	経済センサス

商業統計調査

	新規起業数
	
	３事業所
（平成25年度）
	
	15事業所
	30事業所
	
	目標年度までの累計値

	６次産業化事業数
	
	１件
	
	２件
	４件
	
	目標年度までの累計値

	特産品商品化数
	
	０品
	
	５品
	10品
	
	目標年度までの累計値

	Ｕ・Ｉターンの移住・定住者数
	
	０人
	
	10人
	20人
	
	目標年度までの累計値

	サテライトオフィス立地数
	
	０社
	
	２社
	５社
	
	目標年度までの累計値



○　本町の製造業は、食肉加工を行う食料品製造業、土石製品製造業の中小事業所が立地しています。また、建設業関連は建築・土木、造園、板金・塗装、石材、電気工事、測量などを行う会社が計30社あります。これらの多くは中小企業であり、地方経済の低迷や燃料費・輸送費の高騰など、厳しい経営環境が続いていますが、各事業所が持つ高度な技術・ノウハウを生かしつつ、付加価値の向上や販路拡大などが図れるよう、支援していくことが求められます。

○　商業・サービス業は、商工会と連携しながら商品券事業など地元購買力を高める事業を推進しているところですが、価格、品揃え、サービスに関する競争が激化するとともに、他地域への消費の流出も進んでいる状況です。地域のマーケットが縮小する中で、最寄り品を取り扱う店舗の維持や、町外から顧客を獲得できる優れたビジネスモデルの開拓を支援していくことが求められます。
○　本町の第１次産業は農業、林業、水産業が揃っており、自然の恵みによる地域資源が豊富にあります。これらの地域資源を活用し、第１次産業から第３次産業に至るまで各産業が連携を密にし、特産品の開発やブランド化など、新たな商品づくりを行う「６次産業化」を推進していかなければなりません。
○　企業誘致は、製造工場など従来型の誘致が大変難しい今日、本町の恵まれた立地・気象条件、情報通信基盤などの優位性を生かし、サテライトオフィスなど地方移転が可能な企業誘致や人材誘致を進める必要があります。


	施策項目
	1２－１
	商工業活性化への支援


町商工会等と連携し、町内の既存事業所の設備の近代化や情報化対策、環境整備、人材育成、新たなポイントカードシステムの導入などへの支援、勤労者の就労環境対策などをきめ細かく支援します。

また、空き店舗の利活用についても新規出店者に対して支援していきます。
●主な取組・事業

・商工業経営近代化促進事業　　・中小企業振興資金利子補給事業

	施策項目
	1２－２
	起業・新分野への進出と６次産業化への支援


これまで培ってきた知識・経験・技術を生かして、町内でのビジネスチャンスを生かせるよう起業化を支援していきます。

また、既存の各事業所が、内外の業界交流・異業種交流を進め、アイデアやノウハウなどを交換しながら創意・工夫し、地域資源を生かした多様なビジネスモデルの開拓が行えるよう支援していきます。

さらに、町の様々な産業が連携し、ハスカップをはじめとする特産品の開発やブランド化など、新たな商品づくりを行う６次産業化を積極的に支援していきます。

●主な取組・事業

・起業化支援事業　　・特産品の開発支援　　・地域特産品開発機構による特産品の開発

	施策項目
	1２－３
	企業誘致の推進


本町の優れた立地、気象条件や情報通信基盤などの優位性を生かし、サテライトオフィスとして地方移転が可能な企業や人材の誘致活動を展開するとともに、苫小牧東部開発と連携し、製造工場や流通機能などの誘致を推進します。

●主な取組・事業

・サテライトオフィス誘致の推進　　・工業団地の整備促進

・苫小牧東部地域への企業誘致の推進

	施策項目
	1２－４
	雇用機会の確保


若者の雇用の場、女性や障がい者が働きやすい雇用・就業機会の確保を図ります。

また、業種や職種の不一致解消を図るため、ハローワークと連携を深め雇用機会が拡大するよう、求人情報や資格取得の案内周知など身近な就業相談に対応して行きます。

さらに、本町で生まれ育った子どもたちが、地元に戻って就職できるマッチング活動を中心とした支援施策を推進し、移住・定住者の増加を図ります。
●主な取組・事業
・U･Ｉターン者の雇用確保の推進　　・大学と連携したインターンシップ等の推進


□　交流し、アイデアやノウハウなどを交換しながら、創意・工夫し、起業や新分野進出にチャレンジしましょう。

基本施策１３　観光・交流のまちづくりの推進

◆◆めざす姿◆◆

観光・交流資源がより魅力的になり、交流人口が増加している。



○　札幌圏や新千歳空港に近い立地を生かし、地域資源を活用して観光・交流の取り組みを強化していきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	観光入込客数
	
	15万人
	
	17万人
	19万人
	
	北海道観光入込客数調査

	グリーン・ツーリズム施設整備数
	
	６施設
	
	13施設
	20施設
	
	目標年度までの累計値



○　本町は、札幌からの日帰り観光圏にあり、新千歳空港からも車で30分の近距離にあるなど、立地に恵まれています。人々の自然志向や健康志向が高まる中で、美しい自然景観のもと、ゆったりとした時間が過ごせる本町は、観光・交流の潜在的な可能性を秘めています。

○　本町の観光資源には、農業体験やサーフィン、さらには田舎まつりなど各種イベントがあります。とりわけ、本町の観光の主軸として推進しているグリーン・ツーリズムは、ハスカップ狩り、田んぼのオーナーなど、一定の成果を上げていますが、景観を見せる取り組みや宿泊滞在機能など、不足するものもあり、更に底上げを図っていくことが求められます。また、厚幌ダム完成後のレクリエーション活用や、埋蔵文化財・郷土資料等の活用、観光客が多く集まる店舗のネットワーク化などにも取り組み、多くの人を呼び込み、地域の活性化につなげていくことが求められます。

○　町外から人が集う集会・イベントなどの取り組みは、地域の情報発信、地域産業への波及、移住・定住の促進など、様々な効果が得られるため、町や町内団体による開催を図るとともに、町外団体による開催も、積極的に誘致していくことが期待されます。


	施策項目
	1３－１
	観光資源の魅力化


本町の観光拠点であるこぶしの湯あつまは、集客機能を更に高めるため、大規模改修を進めます。
また、整備を予定している埋蔵文化財の展示施設や古民家の更なる活用など、歴史文化にふれる観光資源の充実に努めます。

厚幌ダム周辺地域は、町内外からの訪問客が貴重な自然にふれあえるように、美しい景観づくり、魅力ある空間づくりを図ります。

また、地域イベントの充実や、農村風景などの景観ビューポイントの整備、既設・新設の観光・交流施設や観光資源を自転車で楽しく回遊できるようなサイクル・ツーリズムの推進など新たな観光資源の発掘を進めます。

●主な取組・事業
・交流促進センター運営事業　・交流促進センター整備事業　・古民家再生事業の推進
	施策項目
	1３－２
	グリーン・ツーリズムの推進


都市近郊の田園地帯でやすらぎを求める人、新千歳空港周辺で体験観光がしたい全国からの観光客、修学旅行生、さらには外国人観光客（インバウンド）をターゲットにしながら、グリーン・ツーリズムの推進を図ります。

また、農林漁業者が提供する各種体験メニューの開発やファームイン、ファームレストランの経営に対し支援するとともに、農畜産物直売所、農畜産物加工施設、クラインガルテンなどの農業体験機能の整備を推進します。

●主な取組・事業

・グリーン･ツーリズム推進事業　　・クラインガルテンの整備･促進

	施策項目
	1３－３
	多様な交流の促進


町の一大イベントである田舎まつりや海浜まつり、国際雪上３本引き大会、スターフェスタなどの既存のイベントの充実を図るとともに、各種団体等が新しい交流の取り組みで町を盛り上げていく気運を醸成し、町の活性化と町民の交流、さらには町外からの交流人口の増加につなげていきます。

●主な取組・事業

・観光イベント支援事業


□　観光客と町民が、ともに楽しめるイベント・交流事業をどんどん提案し、実行しましょう。


基本目標４　快適に暮らせるあつま
基本施策１４　都市基盤の充実

◆◆めざす姿◆◆

都市と遜色のない生活基盤のもと、町民が快適に暮らしている。




○　厚真・上厚真の２つの市街地の都市基盤の高度化と長寿命化により、良好な居住環境づくりを進めるとともに、市街化調整区域では高い農業生産機能の確保に努めます。
○　情報通信技術の発展に適切に対応できる基盤整備を推進します。

○　道路・橋りょうは長寿命化を中心に、必要な区間の整備も進めます。

○　通勤・通学・買い物・通院等に欠かせない公共交通の維持確保に努めます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	住宅分譲地の販売
	
	12区画
	
	50区画
	100区画
	
	目標年度までの累計値

	補修済み橋りょう数（累計）
	
	３橋
	
	11橋
	21橋
	
	橋りょう長寿命化修繕計画（平成25年度策定）

	循環福祉バス利用者数
	
	4,500人
	
	5,000人
	5,100人
	
	

	あつまネット加入者数
	
	82件
	
	100件
	104件
	
	



○　市街化区域は、厚真、上厚真の両市街地と苫小牧東部開発地域が指定されています。近年整備を進めたフォーラムビレッジ、きらりタウンの販売促進を図っていくとともに、豊沢工業団地をはじめ低利用に留まっている土地の有効利用を図っていくことが求められます。また、商業・交流機能による賑わいの創出も課題です。

○　市街化調整区域には、優良農地と地区集落、山林が広がっています。厚幌ダムの建設と並行して水田の基盤整備が進められており、農業生産機能の確保と各集落の機能維持、生活環境の向上に努めることが求められます。

○　情報通信基盤については、平成20年度に光ファイバーによる地域イントラネット網を構築するとともに、町営インターネット接続サービスを提供しています。これらの情報通信基盤・システムの適切な運営や維持管理を図るとともに、Ｗｉ－Ｆｉなど、新たな情報通信基盤の充実を図ることが求められます。

○　道路については、平成26年度末現在、町道改良率が77.1％、町道舗装率は66.5％となっており、今後は、維持管理や長寿命化に取り組む必要があります。とりわけ、国内の道路橋の多くが建設後40～50年が経過して劣化損傷が多発する危険性が高まっていることから、橋りょう長寿命化が社会的に要請されており、本町でも取り組みを進めていくことが求められます。

○　一方、本町には、苫小牧東部開発に関連する未整備の都市計画道路があり、このうち苫小牧厚真通は本町と苫小牧市の時間距離の大幅短縮が期待されることから、早期整備を要請していくことが求められます。

○　公共交通については、ＪＲ、民間路線バス、タクシーがありますが、人口減少やマイカーの普及などにより、低い乗車率が続いています。こうした中、利用者を玄関先から目的地まで送迎するフルデマンド方式の循環福祉バスの運行や、公共交通機関の空白曜日を解消するためのタクシー運行実証実験などに取り組んでいます。今後、高齢化が進む中、公共交通は通勤・通学・買い物・通院などに不可欠であることから、地域住民のニーズを把握し、多様な輸送手段の確保により利便性向上に努めていくことが求められます。


	施策項目
	１４－１
	都市計画の推進と都市基盤の充実


国・道の上位計画や、厚真町都市計画マスタープラン等に基づき、町民ニーズに沿った都市計画の推進と都市基盤の充実に努めます。
市街化区域では、自然環境との調和に留意しながら、宅地の造成・確保と分譲、産業系施設用地の造成・確保と企業誘致、公共施設とインフラの更新・長寿命化、空き家の地域内循環システムの構築、低利用地の有効活用、フォーラムビレッジ周辺の住宅用途地域の有効活用の検討を進めます。

市街化調整区域では、水田のほ場整備などに合わせた生活環境の向上と、農地保全との調和を図りながら、地域の実情に沿った都市計画の見直し等などを、国・道に要請していきます。

●主な取組・事業

・都市計画管理事業　　・既存市街地周辺における住宅地整備

	施策項目
	１４－２
	情報通信基盤の充実


様々な情報を生活やビジネスに有効活用することができるよう、日々進化をとげる高度情報通信基盤の適正・確実かつ効率的な運用、改善を図ります。
●主な取組・事業

　・町営ブロードバンド事業　・テレビ共聴施設事業　・公共施設公衆無線LAN整備事業

	施策項目
	１４－３
	道路・橋りょうの整備


財政状況を勘案しながら、既存の道路の未改良・未舗装区間の解消を随時図るとともに、宅地や産業用地の開発等に合わせて、道路の新設を進めます。

また、快適な道路環境を維持するため、適切な維持管理に努めるとともに、きめ細かな除雪体制の維持と冬道の安全対策の強化に努めます。

橋りょうについては、長寿命化修繕計画に基づき、定期点検と補修を繰り返し行い、安全性・信頼性を確保しつつ、費用の縮減と平準化を図りながら寿命を延ばしていく予防型の維持管理に努めます。
●主な取組・事業

・橋りょう長寿命化事業　　・道路整備事業　　・町道管理事業

	施策項目
	１４－４
	地域公共交通の充実


民間事業者と連携しながら、通勤・通学・買い物・通院に不可欠な公共交通の維持確保に努めます

循環福祉バスや土曜夜間、日曜・祝日のタクシー運行については、利便性と効率性が更に高まるよう、継続的に改良を図っていきます。

特に、町外への路線バスと循環福祉バスとの接続、厚真市街地の循環福祉バスの運行、循環福祉バスの毎日運行等については、時期などを見極めながら導入を検討していきます。
●主な取組・事業

・地域公共交通対策事業


□　都市計画・土地利用、道路整備など、まちづくりの検討の機会に、積極的に参画しましょう。

□　道路など公共空間の清掃活動と花や緑の景観づくりに積極的に協力しましょう。

□　家庭生活の利便性向上や事業活動での効率化、新事業展開などを図るため、高度情報機器を積極的に活用しましょう。

□　環境や人にやさしい公共交通の利用に努めましょう。
基本施策１５　環境保全の推進

◆◆めざす姿◆◆

美しい自然や生態系、水資源が保全され、自然エネルギーが有効に活用されている。




○　自然環境を保全し、健全な生態系を守るとともに、公害のない美しい景観のまちづくりを進めます。

○　資源循環型社会をめざし、ごみの減量化・資源化・再生利用を推進します。

○　公共下水道、合併処理浄化槽により、生活排水の適切な処理を進めます。

○　し尿の適切な処理を進めます。
○　自然エネルギーの有効利用を進めます。


	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	ごみの処理量
	
	1,140トン
（実績値）
	
	1,035トン
	950トン
	
	一般廃棄物処理基本計画

	水洗化率（水洗化人口/行政人口）
	
	69.6%
	
	75.6%
	80.6%
	
	目標年度までの累計値
※合併処理浄化槽含む

	住宅太陽光発電設備の補助棟数
	
	６棟
	
	30棟
	60棟
	
	目標年度までの累計値



○　自然環境保全については、本町は、町域の７割が夕張山系の深い山林に覆われ、勇払原野の湖沼や湿地が点在し、太平洋の雄大な海岸が広がるなど、豊かな自然が多く残された地域と言えます。不必要な乱開発やごみの不法投棄等を防ぎ、この豊かな自然を後世に引き継いでいくことが求められます。

○　一般廃棄物の処理は、安平町とともに安平・厚真行政事務組合を組織し、広域で処理にあたっています。埋め立て処分する量を限りなくゼロに近づけることをめざし、減量化（リデュース）・再利用（リユース）・再資源化（リサイクル）といういわゆる３Ｒを引き続き推進することが求められています。

○　清らかな川や海を後世に引き継ぐとともに、快適な居住環境を確保するために、厚真市街地に公共下水道事業を導入し、上厚真市街地を含むその他の地域では合併処理浄化槽の普及を図っています。生活排水処理率は７割程度となっており、その向上を図るとともに、老朽化する合併処理浄化槽の機器の更新など、適切な維持管理を図っていくことが求められます。

○　水洗化されていない家庭のし尿については、関係５町で胆振東部日高西部衛生組合を組織し、処理を行っています。処理施設の適切な維持管理を図る必要があります。

○　地球温暖化防止や省エネルギーの推進、エネルギーの多様化を図るため、町では、公共施設への太陽光発電設備の設置や住宅への設置補助、照明のＬＥＤ化の促進のための住宅への設置補助、バイオマスエネルギーの普及促進などを進めています。東日本大震災により、省エネ・創エネ・蓄エネの普及への期待が高まっており、本町においても自然エネルギーを中心に、多様なエネルギー技術の有効活用を一層図っていく必要があります。

	施策項目
	１５－１
	自然環境の保護・保全


大型開発跡地について、環境に配慮した計画的な管理に取り組むとともに、外来種やその他の野生動物の駆除対策など、貴重な生態系の維持に向け、必要な保全等の措置を行います。

環境保全林の利用については、町民主体の森林活用団体と連携しながら、散策路の設置や森に親しむイベント等を開催し、町民等が身近な森林を利用し、楽しむ機会の提供を行います。

●主な取組・事業

・自然環境林保全事業　　・幌内地区環境整備事業　　・緑化事業基金費
・多面的機能支払事業
	施策項目
	１５－２
	公害の未然防止


悪臭、水質汚濁、さらにはプラスチックやタイヤの野外焼却による大気汚染などの各種公害や健康被害を防止するため、関係機関と連携し、その未然防止に向けた監視・指導を強化します。

また、油水流出対策事業を引き続き推進します。

●主な取組・事業

　・旧油田坑井等油水流出対策事業　　・環境対策推進事業

	施策項目
	１５－３
	自然エネルギーの有効活用


省エネルギー対策と自然エネルギーの活用に取り組むとともに、町民、事業者に対する情報提供や普及促進を図っていきます。

●主な取組・事業

　・安全･安心省エネ住宅推進事業　　・再生可能エネルギーの地産地消の検討

	施策項目
	１５－４
	適切なごみ処理の推進


生活用品の長期使用、買い物袋の持参など、ごみを出さない減量化（リデュース）の取り組みを啓発するとともに、分別収集の徹底、生ごみの堆肥化、家電や廃プラスチックの適正処理の促進など、再利用（リユース）・再資源化（リサイクル）の取り組みを町民と協働で進めます。

また、関係市町と連携しながら、一般廃棄物処理施設の適切な維持管理に努めます。

●主な取組・事業

　・廃棄物処理対策事業　・家庭ごみ処理助成事業　・安平･厚真行政事務組合の運営

	施策項目
	１５－５
	生活排水の適正処理


生活排水の適正な処理を図るため、公共下水道の更なる普及を図るとともに、公共下水道処理区域外での合併処理浄化槽の設置促進を計画的に進めます。

公共下水道、町管理の合併処理浄化槽ともに、施設の適切な維持管理・長寿命化に努めるとともに、各家庭で管理している浄化槽についても適切な維持管理を啓発していきます。

●主な取組・事業
・浄化センターの維持事業　　　　　　・浄化槽市町村整備促進事業
・胆振東部日高西部衛生組合の運営

	施策項目
	１５－６
	環境衛生の推進


魅力的な景観づくりに向けて、環境対策町民会議や自治会など各種団体と協働し、環境美化活動や花の景観づくり、不法投棄の監視活動などの取り組みを進めます。

また、葬苑・墓地の適切な環境整備等に努めるとともに、ペットの適切な飼養の啓発と野犬、ハチの巣等への適切な対策に努めます。

●主な取組・事業

　・墓地管理事業　　・畜犬･野犬対策事業　　・葬苑管理事業　　・蜂の巣対策事業

□　環境問題について関心を持ち、環境保全等のイベントに積極的に参加しましょう。

□　ごみの減量化の取り組みを実践するとともに、ごみの出し方のルールを守り、きちんと分別しましょう。

□　川や海をいつまでもきれいに保つため、公共下水道への接続、合併処理浄化槽の利用を進めましょう。

基本施策１６　快適な住環境の確保と定住促進

◆◆めざす姿◆◆

住宅、水道、公園などの快適な住環境により、定住人口が増えている。




○　住宅施策を通じた地域活性化により、移住・定住人口の増加を図ります。

○　安全な水の安定供給、住宅環境の向上、公園・緑地の適切な維持管理などにより、安全・快適な住生活の確保を図ります。


	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	子育て支援住宅の入居者数
	
	28人
	
	60人
	100人
	
	目標年度までの累計値

	空き家の活用件数
	
	４件
	
	30件
	60件
	
	目標年度までの累計値

	水道普及率（給水人口/給水区域内人口）
	
	84.3%
	
	95%
	100%
	
	目標年度までの累計値

	公園施策に対する満足度
	
	81%
	
	85%
	90%
	
	町民アンケート
（満足・やや満足・普通の合計）





○　安全で安心できる住生活の確保と定住の促進に向けて、宅地分譲の推進や分譲地における住宅建設費の助成、子育て支援住宅の整備、公営住宅の長寿命化など定住支援の取り組みを進め、着実な成果が得られたと言えます。今後は、各住宅地において、魅力ある住空間の形成を図り、移住・定住と質の高い住生活の確保を一層推進するとともに、高齢化の進展などを受け、民間と行政が連携しながら、多様な住まい方を確保していくことが求められます。

○　本町の水道は、安全で安定した水道水の供給体制確立に向けて、厚真地区と上厚真地区の２つの簡易水道を統合した厚真地区簡易水道事業として町民に水道水を供給するために、厚幌ダム整備・厚真川河川改修と連携して、平成30年度からの供用開始をめざし、富里地区に新浄水場の整備を進めています。今後は、新浄水場と関連する配水管等の整備・更新による安定した水道事業運営が求められるとともに、より一層の効率的な管理に努める必要があります。

○　本町には、都市公園17か所、都市緑地４か所などのほか、樹林地や湖沼群が緩衝緑地として保全されています。町民の心地よい生活と町の活性化に寄与する公園・緑地づくりに向けて、既存の公園・緑地の随時更新等に努めています。引き続き、公園・緑地を適切に維持管理するとともに、老朽化の進む箇所の更新・長寿命化・統廃合の検討なども必要です。


	施策項目
	１６－１
	公営住宅の整備・維持管理


公営住宅は厚真町公営住宅等長寿命化計画に基づき、計画的に改修・長寿命化を進めるとともに、定住の受け皿としてニーズに沿った整備を推進します。

●主な取組・事業
・公営住宅の維持管理
	施策項目
	１６－２
	移住・定住の促進


移住希望者に本町の定住施策を知ってもらい、着実に定住に結びつけるため、「グリーン＆スローライフ」に象徴される町の魅力や、空き地・空き家・定住促進施策の積極的な情報提供に努めます。

また、民間と適切に役割分担しながら、宅地の造成・分譲、公営住宅の供給、民間住宅の建設やリフォームの誘導を進めていきます。

とりわけ、本町や近隣市町で働く若い子育て世代に対して、地域優良賃貸住宅制度や民間と行政が連携して行うＰＦＩなどを活用し、子育て支援住宅の供給を一層進めていきます。

こうした住宅整備に加え、Ｕ・Ｉターン希望者などに対して充実した子育て支援・教育環境をアピールし、移住・定住先としての魅力向上を図っていきます。

さらに、インターンシップを推進することで、大学生などの移住・定住を図ります。

●主な取組・事業
・空き家の有効活用　　・子育て支援住宅の整備　　・まちの魅力の情報発信

	施策項目
	１６－３
	水道の安定供給


厚幌ダムの水資源による安定した水道水供給を図るため、平成30年４月からの供用開始をめざし、富里地区の新浄水場の整備を推進します。
また、配水管の耐震化など必要な事業を農業基盤整備事業等に合わせて推進するなど、コスト削減を図り、水道事業の安定運営に努めます。

●主な取組・事業
・統合簡易水道事業　　・簡易水道施設の維持管理
	施策項目
	１６－４
	公園・緑地の維持管理


公園・緑地は、憩いの場としてだけではなく、町民の活動の場や来訪者との交流の場、災害時の一時的な避難場所をはじめ、様々な機能を有しています。
また、未就学期、学齢期、成人、高齢者など各世代により公園に対するニーズは異なることから、そうしたニーズに沿って、機能充実と維持管理に努めるとともに、老朽化の進む箇所については、統廃合等も検討していきます。

●主な取組・事業
・公園整備事業　　・公園施設長寿命化事業


□　住宅の新築、建て替えなどに合わせて、地域の良好な住環境づくりに協力しましょう。

□　節水意識の向上に努め、水の有効活用を図りましょう。

□　公園・緑地はマナーを守って利用します。また、愛着をもって維持管理に協力しましょう。
基本施策１７　消防・防災の強化

◆◆めざす姿◆◆

町民の強い防火・防災意識のもと、安全・安心な消防・防災体制が整っている。



○　高度化・専門化する火災・救急要請に迅速・的確に対応できる消防・救急体制づくりを進めます。
○　東日本大震災等を教訓に、日頃からの災害予防対策を進め、自助・共助・公助による適切な役割分担により、地域防災力を高めていきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	自主防災組織設置数
	
	１自治会
	
	９自治会
	19自治会
	
	目標年度までの累計値

	災害による死傷者数
	
	０人
	
	０人
	０人
	
	目標年度までの累計値



○　本町の消防・救急業務は、安平町、むかわ町の３町で構成する胆振東部消防組合で実施しており、町内に消防本部（厚真支署を兼ねる）と上厚真分遣所、非常備消防として厚真消防団があります。引き続き、住民が安心できる消防・救急体制の向上を図るため、人員・車両・資機材・水利などの消防力を確保・強化していくことが求められます。

○　本町では、東日本大震災や各地で頻発する豪雨・土砂災害の教訓等を基に、平成26年度に地域防災計画を改定しました。この計画に基づき、町民一人ひとりの防災意識の高揚や地域の防災活動の支援を通じて、町民と行政が一体となった地域防災対策を推進していく必要があります。また、災害発生後に役場の通常業務を早期に再開し、町民サービスの停滞を招かないよう、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定・運用を進めていく必要があります。


	施策項目
	１７－１
	消防・救急体制の維持・強化


胆振東部消防組合と消防団、町の協働により、消防職員・消防団員の確保と機能的配置を図るとともに、訓練等による知識・技術等の向上に努めます。
また、消防・救急車両や資機材、消防水利等の整備を計画的に進めます。
さらに、住民の防火意識の高揚を図るとともに、応急手当の講座などを開催し、救急・救命に関する知識・技術の普及に努めます。

●主な取組・事業
・救命救急講習会の開催　　・幼児向け防災教室　　・消防団の定員確保

	施策項目
	１７－２
	地域防災体制・危機管理体制の強化


大災害などの有事の際、初動から応急対策、復旧業務までを迅速・的確に対応できるよう、住民・行政職員の防災・危機管理意識を高め、防災訓練などを通じて知識・技術の普及を進めるとともに、情報伝達や避難、応援要請、医療救護などの体制を充実します。
また、治山・砂防、河川改修、耐震改修など予防対策事業を進めます。

さらに、地域防災マスターや自主防災組織の育成、避難勧告・指示の発令基準の設定と周知、防災無線のデジタル化、災害時要配慮者・避難行動要支援者への個別支援体制の充実、広域的な応援・受援体制の確立、非常用電源や燃料の確保、備蓄品の分散や流通備蓄活用のための民間事業所との協定の締結などを重点的に進めていきます。

●主な取組・事業
・がけ地近接等危険住宅移転事業　　・防災訓練事業　　・防災無線管理事業

・災害時要援護者支援事業　　・地域防災マスターの養成と活用
・自主防災組織の育成

	施策項目
	１７－３
	業務継続計画の適切な運用


行政情報システムをいち早く復旧し、業務を継続させていく手順を明記した業務継続計画（ＢＣＰ）に基づき、実務研修・訓練などで適切な運用を図ります。
●主な取組・事業

　・業務継続計画訓練の実施


□　日頃から、防火・防災の意識の徹底を図り、非常用持ち出し袋の準備や家族との連絡方法の確認、家具の転倒防止策の実施、防災訓練等への参加、応急手当や救急救命法の知識・技術の獲得、防火対象物の適切な防火管理などに努めましょう。

□　地区ごとに、高齢者や障がい者など災害時要配慮者の見守りや、災害時の救助などについて日頃から確認しあい、災害に対する「地域力」を高めましょう。
基本施策１８　防犯・交通安全対策の強化

◆◆めざす姿◆◆

犯罪や交通事故の発生が少なく、安全・安心な生活が保たれている。




○　地域ぐるみで防犯対策・交通安全対策を進め、犯罪・事故の低減・撲滅を図ります。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	犯罪発生件数
	
	28件
	
	15件
	10件
	
	

	交通事故死者数
	
	１人
	
	０人
	０人
	
	



○　わが国の一般刑法犯罪発生件数は、戦後最高であった平成14年の人口１万人あたり238件をピークに減少傾向にあり、平成25年には105件となっています。本町においても、平成16年の年間68件から平成26年には28件に減少しています。

○　減少の要因は、年少人口の減少に伴う少年犯罪の減少、平成に入り急増した外国人による窃盗への対策強化などがあげられますが、犯罪発生件数減少の一方で、近年は犯罪の多様化・巧妙化が進んでおり、引き続き、犯罪の減少・撲滅にむけた取り組みを進めていく必要があります。

○　厚真町の交通事故発生件数は、平成6年は29件、平成16年は11件、平成26年は4件と減少傾向にあります。しかし、高齢化の進行もあいまって、交通安全対策はなお一層重要と言え、更なる交通安全意識の啓発を図っていくことが必要です。


	施策項目
	１８－１
	地域防犯活動の促進


防犯灯・街路灯など防犯施設のＬＥＤ化など、適切な維持に努めるとともに、警察や防犯協会など関係機関と連携し、地域住民の協力を得ながら、地域ぐるみの防犯対策を進めます。
また、消費者被害防止のため、関係団体との協力・連携に努めます。

●主な取組・事業
・防犯組織の育成と活動の促進（自警団等の組織化）　　・防犯灯LED化事業

・交通安全･防犯町民集会の開催　　・青色回転灯パトロール活動

　
	施策項目
	１８－２
	交通安全対策の推進


警察や交通安全推進委員会などの関係団体、家庭、学校・こども園、地域等と緊密な連絡体制を築き、交通安全教室などを通じた啓発活動や交通安全施設の整備を継続的に進めます。

●主な取組・事業

・交通安全教室等の実施（こども園、小中学校、高校での安全教室開催）
・交通安全指導員、補導員の育成

・高齢者の交通安全対策　　・交通安全防犯等推進事業


□　あいさつ、鍵かけ等の自主的な防犯活動に心がけるとともに、悪質な商法や手口等から自らを守るための学習に努めます。また、地域の防犯活動に積極的に参加するなど、安全・安心のまちづくりに協力しましょう。

□　交通安全教室などに積極的に参加し、知識・技術の習得に努めましょう。また、交通ルールを遵守し、無理な追い越しや無灯火運転を避けるなど、安全運転に努めましょう。


基本目標５　みんなで支えるあつま
基本施策１９　住民自治の推進

◆◆めざす姿◆◆

町民一人ひとりが主体的に地域課題の解決に取り組み、支えあっている。



○　自治会をはじめとする地域コミュニティ組織の活性化を図ります。
○　町民が知りたい情報を分かりやすく伝え、町民の声をきめ細かく行政運営に反映します。

○　非営利・公益的な活動を主体的に行いたい町民を支援していきます。


	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	自治会加入率
	
	88％
	
	93％
	93％
	
	

	町ホームページのアクセス数
	
	不明
	
	180万件
	180万件
	
	年間アクセス数



○　自治会などの地域コミュニティ組織は、地域の行事、まちの美化、交通安全や防災などの活動を通して地域の生活課題の解決を図るとともに、住民と行政をつなぐパイプ役としても重要な役割も担っています。集落人口の減少による単位自治会の小規模化が進む一方で、もしもの時のセーフティネットとしての地域コミュニティへの期待は増大しており、活性化に向け、支援を充実していくことが求められます。

○　広報については、従来からの広報紙や回覧板、防災行政用無線等に加え、近年はホームページやフェイスブックなどの電子媒体による広報を強化しています。今後も、町民に行政情報を確実に伝え、町民と行政の協働のまちづくりにつながるよう、また、内外に厚真町を情報発信し、交流人口や移住・定住人口の増加につながるよう、充実を図っていくことが求められます。

○　広聴については、「あつま未来箱」制度や、各種アンケート調査、審議会などへの町民の参加や公募、パブリック・コメント制度、さらには、直接町民の声を聞く町政懇談会、お茶会ミーティングなどを行っています。今後も、様々な機会を通じて広聴活動を行い、住民と行政が課題を共有していくことが求められます。

○　ＮＰＯ法人が福祉事業の担い手となるなど、比較的大きな規模で活動する組織が本町にも設立されています。多様な主体による協働の取り組みを進めるためには、活動の継続・安定に対する支援を強化していくことが求められます。

○　女性も男性も、社会のあらゆる分野において、お互いの人権を尊重しつつ、その個性と能力を充分に発揮することのできる男女平等参画社会の実現に努めることが求められます。

○　奥州市との姉妹都市交流をはじめ、各地域の厚真会等の交流など、様々な地域間交流を行っており、今後も継承・発展していくことが期待されます。

	施策項目
	１９－１
	地域活動の活性化


町ぐるみで日頃からのあいさつ、声かけ、見守り運動を推進するとともに、自治会などへの助成や、集落支援員の派遣、地域ごとの健康づくり、生涯学習などのテーマ活動の促進などにより、地域活動の活性化に努めます。

●主な取組・事業

・自治会等活動推進事業　・住民活動推進事業　・地域課題のための集落支援員の設置

	施策項目
	１９－２
	広報・広聴の充実


広報・広聴については、広報紙やホームページなどの創意・工夫などにより、住民が知りたい情報を分かりやすく迅速・的確に伝えるとともに、町政懇談会、お茶会ミーティングなどきめ細かな広聴活動により、住民と情報を共有し住民の声を的確に行政運営に反映します。
また、情報発信については、町公式キャラクターや電子媒体の更なる活用を推進するとともに、様々な手段・手法を活用し、本町の知名度向上を図ります。
●主な取組・事業

・広報・広聴の充実　　・情報発信事業の推進　　・タウンプロモーションの推進

	施策項目
	１９－３
	協働のまちづくりの推進


協働のまちづくりの推進に向け、町政に関する情報提供や住民が参画しやすい環境づくりを進めます。

また、協働に関する正しい理解のもと、多様な担い手による協働の活動を支援します。

さらに、住民の協働意識の醸成に努め、様々な分野における公共的課題の解決や、まちづくり活動を、住民・地域・行政などが協働して推進していく環境を整え、協働のルールづくりに結びつけていきます。

●主な取組・事業

・パブリック･コメント制度や審議会等の委員公募制度の推進
・協働に関するきめ細かな情報提供

・多様な主体が主体的に取り組む活動への支援（まちづく奨励事業）

・協働のルールづくりの研究

	施策項目
	１９－４
	男女共同参画の推進


男女共同参画社会の実現にむけ、町民や事業所などへの啓発活動を推進するとともに、各種審議会・委員会などへの女性の参画を促進していきます。

●主な取組・事業

・男女共同参画計画の策定　　・特定事業主行動計画の推進

	施策項目
	１９－５
	地域間交流の促進


姉妹都市交流や各厚真会など、地域間交流を継承・発展させていきます。

●主な取組・事業

・姉妹都市交流事業　　・ふるさと厚真会交流事業


□　自治会などの地域コミュニティ活動、さらには非営利・公益的な活動に積極的に参加し、環境美化活動、地域安全活動、社会福祉活動、レクリエーション活動など、多様な活動を展開しましょう。

□　町の広報媒体をしっかり読むよう努めましょう。また、広聴などの場に積極的に参加し、発言しましょう。

基本施策２０　健全な行政運営の推進

◆◆めざす姿◆◆

「PDCAサイクル」の進行管理により、健全な行政運営が行われている。




○　計画に位置付けた取り組みを着実に実行していくために、PDCAサイクルに基づく行政運営を推進します。

○　限られた経営資源（職員・財源等）を最大限に有効活用できるよう、効果的・効率的な行政組織をめざします。

○　創意工夫により財源の確保を図るとともに、経常的経費などの抑制に努め、健全な財政運営を推進していきます。

	指　　標　　名
	
	現状値
	
	めざそう値
	
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	平成26年度
	
	平成32年度
	平成37年度
	
	

	行財政運営に不満を感じている人の割合
	
	11.5％
	
	８％
	５％
	
	町民アンケート

	職員接遇等に不満を感じている人の割合
	
	13％
	
	９％
	５％
	
	町民アンケート

（４項目の平均）

	公共施設の延面積
	
	84,800㎡
	
	84,800㎡以内
	84,800㎡以内
	
	

	実質公債費比率
	
	13.2％
	
	18％未満に抑える
	18％未満に抑える
	
	直近３カ年平均値



○　目まぐるしく変化する社会環境や新たに生じる様々な行政課題に対し、町は柔軟かつ迅速に対応していく必要があります。また、限られた経営資源（職員・財源等）を最大限有効に活用し、質の高い行政サービスを提供していく必要があります。そのためには、めざす目標とその達成のために何をすべきかを示した計画を立案し、着実に実行するとともに、その取り組み結果を評価・検証し、必要に応じて見直し、改革する仕組みが必要です。また、施策の立案・展開に合わせて行政組織を絶えず進化させていくことが重要です。

○　効率的で満足度の高い行政サービスを提供するには、その担い手である町職員の人材育成が欠かせません。人材育成は一朝一夕で成し得ることではなく、明確な育成計画のもと、日々の業務や多様な研修、人事評価などを通じ、意識的に育成を実践していくことが重要です。

○　本町の公共施設の多くは築40年を経過し、老朽化や社会ニーズの変化に伴う施設の機能的な劣化により、大規模な改修や建て替えを検討すべき時期に来ています。維持管理の負担や将来の更新費用の負担を少なくするため、公共施設や町有地の有効活用、再配置や施設の長寿命化を計画的に行うことが必要です。

○　財政については、大規模償却資産を中心とする町税が将来にわたって減少が続き、地方交付税などの依存財源も厳しさを増すと考えられる一方、高齢化の進行に伴う社会保障関係費や老朽化が進む公共施設の維持・更新にかかる経費等の増加が見込まれます。このため、あらゆる財政支援の積極的な活用と創意工夫により財源を確保し、歳出面では、PDCAサイクルを活用し、施策・事業の絶え間ない見直しを行う一方、未来の厚真町のために必要なところには必要な投資を行うメリハリのある財政運営が求められます。

○　本町は、苫小牧市、白老町、安平町、むかわ町とともに、東胆振１市４町定住自立圏を構成しているほか、ごみ・し尿処理、消防など様々な広域共同事務を実施しており、近隣市町とのパートナーシップを深め、広域連携による効率的・効果的な行政運営を進めていくことが求められます。

○　行政情報については、住民票等の各種証明書の発行に際し、町民の利便性の向上を図ることが求められています。また、マイナンバー制度をはじめとする各種情報の管理徹底と、適切な運用を図る必要があります。


	施策項目
	２０－１
	着実な行政改革の推進


総合計画に基づき、行政改革大綱・計画を策定し、行政組織と事務事業の改革を進めていきます。

●主な取組・事業

・行政評価委員会による事務事業評価の実施
	施策項目
	２０－２
	強固な行政組織づくりの推進


総合計画の目標体系に沿った、最少経費で最大の効果をあげられる効率的な行政組織体制づくりを進めます。
各所管課等で抱える問題やその対応について組織全体で情報共有し、横断的な連携のとれる組織運営を進めます。

また、町職員が、常に前向きに考え、行動し、町民との信頼関係を築きながら、職務に対する責任を全うできるよう、人材の採用・育成計画のもと、職員の資質の一層の向上を図り、能力と意欲を最大限に引き出す人事マネジメントを推進していきます。

●主な取組・事業
・人事評価制度の拡充　　・職員研修事業

	施策項目
	２０－３
	公共施設の総合管理の推進


町内の公共施設の総合的なマネジメントの方針に基づき、公共施設の整備・更新、長寿命化のための改修・補修、今日的なニーズに対応するための転用、施設運営の休止・廃止、さらには施設運営に関する民間活力の積極的な活用などを順次進めていきます。

また、役場本庁舎については、町民の利便性の向上を図るため、防災機能やコミュニティ機能などを備えた新庁舎として、周辺の公共施設の整備と合せて建設を進めていきます。

●主な取組・事業
・公共施設等総合管理計画の策定　　・庁舎周辺整備事業

・公共施設におけるユニバーサルデザインの推進

	施策項目
	２０－４
	健全な財政運営の推進


地域の活性化や税の収納対策の強化、国・道等による補助金等の有効活用、広告収入など新たな財源の積極的な開拓により、歳入の確保を図るとともに、事務事業の実施・評価・見直しと予算編成作業が連携した行政評価システムを適切に運用しながら、歳出の抑制と投資の重点化、起債の適正な管理を進め、効果的かつ効率的な財政運営を推進していきます。
また、分かりやすい財政状況の説明資料を作成し、定期的に公表・説明していきます。

●主な取組・事業
・財政計画の策定　　・財政状況の公表　　・ふるさと納税制度の活用

	施策項目
	２０－５
	官学連携の推進


大学等との連携により、学術、地域振興、文化、教育などの各分野において調査・研究を相互協力して行うことで、地域文化の育成・発展、産業の振興、人材の育成、学術の推進などによるまちづくりを進めていきます。

また、学生などの地域活動による地域振興や町民との交流による地域の活性化を図っていきます。

●主な取組・事業

・官学連携による各種事業の推進

	施策項目
	２０－６
	広域行政の推進


町民の日常的な生活圏が広がるとともに、行政事務の多様化が進む中、防災や環境、交通など、単一自治体だけでは解決が難しい課題が多く生じている中で、定住自立圏構想等に基づき、広域的な課題の解決に向けて、道や他自治体それぞれの規模や特色に応じた役割と適切な分担の基に、連携・協力を図っていきます。

●主な取組・事業

・苫小牧圏定住自立圏構想の推進　　・広域圏振興事業

	施策項目
	２０－７
	行政情報の適正な管理運営


住民票等各種証明書の発行に関して、都市部と遜色のない住民サービスを確保し、町民の利便性向上を図るため、コンビニエンスストア等での各種証明書の発行を推進していきます。

また、情報バリアフリーやプライバシーの保護、情報犯罪の防止などの取り組みを強化し、個人情報保護に十分留意しながら、行政情報を積極的に活用・公開していきます。

●主な取組・事業

・住民票等各種証明書のコンビニ交付体制の整備　　・情報公開･個人情報保護推進事業


□　行政主催の各種会議に積極的に参加し、施策に対する住民意向をしっかり伝えましょう。また、民間の専門的な知識や技術を生かし、建設的な助言や協力を行いましょう。

□　町民は財政に関心を持ち、適正な納税、行政サービスの利用を行いましょう。


Ⅳ　進行管理

１　総合計画の体系に沿った行政評価の推進
本計画は、ＰＤＣＡサイクルに基づき、その推進状況を点検・評価し、改善につなげていきます。

実施計画レベルの事務事業評価により、評価結果を次年度予算に反映していくとともに、基本計画レベルの施策評価、基本構想レベルの政策評価により、次年度の施政方針を立案し、より効果的・効率的な施策展開につなげていきます。

２　行政組織の目標管理の推進
本計画のＰＤＣＡサイクルに基づく評価は、行政組織の目標管理にも有効であり、職員の「仕事の目標」を事務事業評価によって、町の「組織の目標」を施策評価・政策評価によって管理・改善し、組織力の向上につなげていきます。
行政評価による計画の進行管理と組織の目標管理の連動
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資料：厚真町まちづくり町民アンケート（平成26年８月実施。回答者数＝783）





※満足度、重要度ともに５を最高、１を最低とする５段階の尺度で質問した。





資料：厚真町まちづくり町民アンケート（平成26年８月実施。回答者数＝783）
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グラフデータ (3)

		

				1975		1980		1985		1990		Ｈ７年
（1995） ネン		Ｈ12年
（2000） ネン		Ｈ17年
（2005） ネン		Ｈ22年
（2010） ネン		Ｈ27年
（2015） ネン		Ｈ32年
（2020） ネン		Ｈ37年
（2025） ネン		Ｈ42年
（2030） ネン		Ｈ47年
（2035） ネン		Ｈ52年
（2040） ネン		Ｈ57年
（2045） ネン		Ｈ62年
（2050） ネン		Ｈ67年
（2055） ネン		Ｈ72年
（2060） ネン

		実績 ジッセキ		6,976		6,817		6,603		6,180		5,712		5,438		5,240		4,890

		社人研推計準拠 シャジンケンスイケイジュンキョ																4,890		4,568		4,259		3,942		3,630		3,335		3,054		2,781		2,530		2,291		2,084

		厚真町推計 アツマチョウスイケイ																4,890		4,707		4,645		4,614		4,591		4,452		4,319		4,187		4,067		3,950		3,847

																						区分 クブン		平成22年
（2010） ヘイセイネン		平成27年
（2015） ヘイセイネン		平成32年
（2020） ヘイセイネン		平成37年
（2025） ヘイセイネン		平成42年
（2030） ヘイセイネン		平成47年
（2035） ヘイセイネン		平成52年
（2040） ヘイセイネン		平成57年
（2045） ヘイセイネン		平成62年
（2050） ヘイセイネン		平成67年
（2055） ヘイセイネン		平成72年
（2060） ヘイセイネン				区分 クブン		平成22年
（2010） ヘイセイネン		平成27年
（2015） ヘイセイネン		平成32年
（2020） ヘイセイネン		平成37年
（2025） ヘイセイネン		平成42年
（2030） ヘイセイネン		平成47年
（2035） ヘイセイネン		平成52年
（2040） ヘイセイネン		平成57年
（2045） ヘイセイネン		平成62年
（2050） ヘイセイネン		平成67年
（2055） ヘイセイネン		平成72年
（2060） ヘイセイネン

																						厚真町推計人口 アツマチョウスイケイジンコウ		4,890		4,707		4,645		4,614		4,591		4,452		4,319		4,187		4,067		3,950		3,847				社人研推計準拠 シャジンケンスイケイジュンキョ		32.4%		35.9%		38.6%		39.9%		41.0%		40.9%		41.7%		42.2%		42.1%		41.8%		42.5%

																																																厚真町推計 アツマチョウスイケイ		32.4%		35.0%		36.0%		35.6%		34.9%		34.3%		34.2%		34.3%		34.5%		34.6%		34.6%

																						年少人口 ネンショウジンコウ		554		535		545		533		557		563		568		569		560		545		536

																						（０～14歳） サイ		11.3%		11.4%		11.7%		11.6%		12.1%		12.6%		13.1%		13.6%		13.8%		13.8%		13.9%

																						生産年齢人口 セイサンネンレイジンコウ		2,751		2,526		2,427		2,438		2,431		2,364		2,276		2,182		2,105		2,038		1,979

																						（15～64歳） サイ		56.3%		53.6%		52.3%		52.8%		53.0%		53.1%		52.7%		52.1%		51.7%		51.6%		51.5%

																						老年人口 ロウネンジンコウ		1,585		1,646		1,673		1,643		1,603		1,525		1,475		1,436		1,402		1,367		1,332

																						（65歳以上） サイイジョウ		32.4%		35.0%		36.0%		35.6%		34.9%		34.3%		34.2%		34.3%		34.5%		34.6%		34.6%

																								11.3		11.4		11.7		11.6		12.1		12.6		13.2		13.6		13.8		13.8		13.9

																								56.3		53.7		52.2		52.8		53.0		53.1		52.7		52.1		51.8		51.6		51.4
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																								0.580		0.650		0.500		0.390		0.510		0.000		0.970		0.140		0.580		0.950		0.430

																								0.130		0.690		0.170		0.090		0.160		0.540		0.510		0.970		0.730		0.080		0.240

																								2		2		2		1		2		2		3		2		2		1		2

																								1		3		1		2		1		3		1		3		3		2		1

																								3		1		3		3		3		1		2		1		1		3		3

																								0.113		0.114		0.117		0.116		0.121		0.126		0.131		0.136		0.138		0.138		0.139

																								0.563		0.536		0.523		0.528		0.53		0.531		0.527		0.521		0.517		0.516		0.515

																								0.324		0.35		0.36		0.356		0.349		0.343		0.342		0.343		0.345		0.346		0.346

																								1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0		1.0





グラフデータ (3)

		



（人）

1,265人増加

1,763人増加

実績

社人研推計準拠

厚真町推計

厚真町の将来推計人口



		



社人研推計準拠

厚真町推計




